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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第34期から第36期及び第38期は、希薄化効果を有してい
る潜在株式が存在しないため記載しておりません。第37期は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化
効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第38期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号
平成17年12月９日）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 4,298,067 4,515,305 4,932,091 5,018,952 5,143,056

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) 361,215 107,619 224,842 △18,795 171,165

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) 109,907 23,909 4,623 △56,110 120,151

純資産額 (千円) 6,637,809 6,595,359 6,462,195 6,543,707 6,604,286

総資産額 (千円) 8,130,005 8,511,489 8,217,287 9,637,074 9,127,681

１株当たり純資産額 (円) 381.60 379.63 372.40 377.10 378.60

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期純 
損失(△)

(円) 5.44 0.93 0.27 △3.23 6.92

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 81.6 77.5 78.6 67.9 72.0

自己資本利益率 (％) 1.7 0.4 0.1 △0.9 1.8

株価収益率 (倍) 97.4 1,075.3 2,896.3 ― 60.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 445,481 91,601 110,109 626,155 614,161

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △942,419 △443,240 △618,806 △1,606,114 △190,387

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △135,768 415,106 △204,922 1,561,572 △642,266

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 1,609,175 1,661,632 971,516 1,517,538 1,308,388

従業員数 (名) 233 230 246 242 253



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第34期から第36期及び第38期は、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。第37期は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化

効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第38期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号
平成17年12月９日）を適用しております。 

  

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 3,826,326 4,113,413 4,272,552 4,576,368 4,620,639

経常利益 (千円) 532,669 312,396 336,281 112,788 206,267

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) 249,878 187,234 119,998 △101,917 104,608

資本金 (千円) 2,228,600 2,228,600 2,228,600 2,228,600 2,228,600

発行済株式総数 (株) 17,355,000 17,355,000 17,355,000 17,355,000 17,355,000

純資産額 (千円) 7,064,410 7,194,478 7,189,389 7,052,230 7,089,339

総資産額 (千円) 8,085,848 8,721,096 8,499,272 9,864,377 9,441,791

１株当たり純資産額 (円) 406.18 414.16 414.31 406.40 407.10

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)
4

(―)

4

(―)

4

(―)

4

(―)

4

(─)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期純 
損失(△)

(円) 13.51 10.35 6.92 △5.87 6.03

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 87.4 82.5 84.6 71.5 74.8

自己資本利益率 (％) 3.6 2.6 1.7 △1.4 1.5

株価収益率 (倍) 39.2 96.6 113.0 ― 69.7

配当性向 (％) 29.6 38.6 57.8 ― 66.3

従業員数 (名) 189 190 195 203 204



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 事項

昭和44年８月 医用及び医学生物学研究用薬剤の研究開発及び製造販売を目的として、名古屋市千種区に資本金

850千円をもって株式会社医学生物学研究所を設立。

昭和50年３月 名古屋市緑区鳴海町に本社社屋を建設し、移転。 

血漿蛋白質定量用免疫拡散板「MBLプレート」(注１)の初の国産化に成功。

昭和52年２月 酵素抗体法(注２)による抗核抗体検査試薬「エンザイムANAテスト」(注３)を開発、発売。

    ７月 名古屋営業所を開設。

昭和53年９月 酵素免疫測定法(注４)を利用した世界初のアレルギー検査試薬「EIA IgEテスト」(注５)を開

発、発売。

昭和54年４月 大阪営業所を開設。

    ６月 長野県伊那市に伊那研究所を建設し、抗体の多項目化を推進。

昭和55年１月 東京営業所を開設。

昭和58年３月 福岡営業所を開設。

    ５月 札幌営業所を開設。

    ７月 本社事務所を名古屋市中区丸の内に移転。

    ８月 伊那研究所において、細胞融合技術(注６)の導入によりモノクローナル抗体(注７)の開発に着

手。

昭和60年２月 蛍光抗体法(注８)による抗核抗体検査試薬「フルオロHEPANAテスト」(注９)を開発、発売。

    ６月 仙台営業所(現東北営業所)を開設。

昭和63年４月 横浜営業所を開設。

平成元年１月 イムノテック社(仏国)と提携し、「細胞性免疫関連製品」(注10)を導入。

    ８月 「第１回高遠・分子細胞生物学シンポジウム」を開催(以降、毎年開催)。

平成２年９月 デューク大学より遺伝子組換え技術(注11)による自己抗原産生と自己免疫疾患診断薬(注12)の製

造技術を導入。

平成３年５月 ヘキストジャパン株式会社と「TAC-2テストシリーズ」(注13)の販売提携。

    ９月 遺伝子組換え技術を用いた自己抗体検査試薬「MESACUP ENAテストシリーズ」(注14)を開発、発

売。

    11月 埼玉営業所を開設。

平成４年３月 伊那研究所研究棟が完成。 

アポトーシス(注15)を誘導する「抗ヒトFasモノクローナル抗体」(注16)の生産、販売。

    10月 株式会社クラレの診断薬の製造、輸入、販売権を承継。

平成５年11月 子会社MBL International Corporation※を米国マサチューセッツ州に設立。

    12月 イムノテック社(仏国)と当社製品の日本、台湾、韓国、中国を除くワールドワイドの販売契約を

締結。

平成６年３月 エクテック社(米国)と牛胎児血清(注17)の国内独占販売契約を締結。

平成８年２月 日本証券業協会の店頭市場に株式を登録。

    ３月 バイオウイタカー社(米国)より、遺伝子組換え技術を用いた「MESACUP ENAテストシリーズ」(注

14)のワールドワイドでの販売権を取得。

平成９年10月 オンコイムニン社(米国)とアポトーシス測定試薬の国内独占販売契約を締結。



 
  

年月 事項

平成10年１月 埼玉営業所、東京営業所、横浜営業所の３営業所を首都圏統轄営業所として統合。 

トライパス・イメージング社(米国)(現在の社名は、ビーディー・ダイアグノスティクス社)と細

胞診用自動塗抹染色装置(注18)及び専用試薬・器具の国内独占販売契約を締結。

    ６月 株式会社林原生物化学研究所からIL―18(インターフェロンγ産生誘導因子)(注19)の国内外の特

許・ノウハウを含む一連の技術を、診断薬及び研究用試薬の分野において商用化する、全世界を

対象とした独占権を受ける契約を締結。

    ９月 研究開発型バイオベンチャーとして株式会社サイクレックス※を長野県伊那市に設立。 

自己免疫疾患検査試薬の製造・販売子会社RhiGene Inc.を米国イリノイ州に設立。

    10月 ロシュ・ダイアグノスティックス株式会社とコバス コアⅡ用全身性自己免疫疾患検査試薬(注

20)の国内独占販売契約を締結。

平成11年５月 株式会社抗体研究所※を設立し、ファージ抗体ライブラリー(注21)の作製作業を進展。 

株式会社ゲノムサイエンス研究所(住友金属工業診断室を吸収継承)を設立。

    ８月 ISO9002の認証を取得。

平成12年１月 バイオベンチャー企業の創業支援投資を行うエムビーエルベンチャーキャピタル株式会社(ライ

フサイエンス投資事業組合)※を設立。

    ５月 蛋白質構造解析技術関連の研究開発企業プロテインウエーブ株式会社に出資。

平成13年10月 薬剤耐性を迅速診断する検査薬の開発を目的としたNAKANE DIAGNOSTICS,INC.※を米国カリフォ

ルニア州に設立。

    11月 伊那研究所研究新棟が完成。

平成14年２月 慶応義塾大学医学部と共同研究並びにリサーチパーク使用契約締結。

    ３月 ベックマンコールター社(米国)とT cellの解析用MHC tetramer技術(注22)の戦略的提携。

    ６月 オンコセラピー・サイエンス株式会社からヒト癌特異的遺伝子産物に係わる研究成果を研究試薬

及び体外診断用医薬品に利用する全世界における独占的実施権を取得。

平成15年１月 新規蛍光蛋白質の探索・研究、並びに検査試薬、分析機器の研究開発を行うAmalgaam有限会社※

を設立。

    ３月 当社が保有するデューク大学特許のサブライセンス契約をダイアグノスティック・プロダクツ・

コーポレーション社と締結。

    ９月 オンコセラピー・サイエンス株式会社、株式会社抗体研究所※との間で癌を対象にした抗体医薬

の創薬に関する共同研究契約を締結。

    10月 人工染色体に関する研究開発を行う株式会社クロモリサーチに出資。



 
※は連結子会社 

年月 事項

平成16年８月 オンコセラピー・サイエンス株式会社と癌治療用抗体医薬品開発の合弁会社OMAb Pharma株式会

社(現在の社名はイムナス・ファーマ株式会社)を設立。

    ９月 機能性高分子素材、特にゼリー状素材に係る北海道大学発の技術をベースとした素材開発企業有

限会社GEL-Designを設立(平成17年８月 株式会社に組織変更)。

    10月 ディナベック株式会社とセンダイウイルス・ベクター(注23)を利用した業務提携を締結。

平成17年４月 株式会社ゲノムサイエンス研究所と株式会社アドジーンが合併し、Ｇ＆Ｇサイエンス株式会社に

社名変更。 

MBL International Corporation※とRhiGene Inc.が合併し、MBL International Corporation

※として存続。

    ５月 バイオベンチャーのディナベック株式会社と、中国(北京)に合弁会社北京博尓邁生物技術有限公

司(英語表記： Beijing B & M Biotech Co, Ltd)※を設立。

    ７月 ロシュ・ダイアグノスティックス株式会社と、ヒトパピローマウイルス(HPV)の遺伝子型判定キ

ット「アンプリコアリニアアレイHPVジェノタイピングキット」の販売契約を締結。

    11月 ウイルスベクター技術を用いた抗体作製及び治療用抗体開発を行う株式会社ACTGenに出資。

    12月 臨床病態予測法及び難治癌に対する分子標的薬の研究開発を行う株式会社Oncomicsに出資。

細胞治療・免疫療法の開発を行う株式会社バイオメッドコアに出資。

平成18年２月 MBL International Corporation※が、ライフスパン・バイオサイエンス社(米国)の抗体事業を

買収。

    ３月 イネによる抗体大量産生技術を通して、感染症やアレルギー疾患の予防や治療の新たな抗体利用

法の開発を行う株式会社プリベンテックに出資。 

骨代謝マーカー測定試薬について、イムノダイアグノスティック・システム社(英国)と独占販売

契約を締結。

    ６月 サイレックス社(米国)と免疫細胞活性測定試薬の販売契約を締結。

    10月 関節リウマチ診断薬MESACUP CCPテスト、及び類天疱瘡診断薬MESACUP BP180テストの製造承認を

取得。

平成19年４月 関節リウマチの診断薬MESACUP CCPテスト、保険収載。

    ５月 自己抗体を検出する新しいタイプの腫瘍マーカー測定診断薬MESACUP anti-p53テストの製造承認

を取得。

ロシュ・ダイアグノスティックス社（スイス）と血液凝固第XIII因子定量試薬の販売及び代理店

契約を締結。



(注) １ ヒト血漿中の各種蛋白質を測定する検査試薬。 

２ 細胞の核や細胞表面の抗原または抗体を酵素反応を利用して検出する検査方法。 

３ 自己の細胞の核成分に対する抗体(自己抗体)を酵素抗体法で測定する検査試薬。 

４ 抗原や抗体に酵素を化学的に結合させ、酵素反応によって抗原または抗体を測定する検査方法。 

５ アレルギーの原因物質(抗原)と結合し、アレルギー反応を起こす物質(IgE)を測定する検査試薬。 

６ ２種の細胞を融合し、両者の機能、形質をもった細胞を作り出す技術。 

７ 細胞融合によって産生される、単一クローン抗体をいう。 

８ 細胞の核や細胞表面の抗原または抗体を蛍光色素を用いて検出する検査方法。 

９ 自己の細胞の核成分に対する抗体(自己抗体)を蛍光抗体法で測定する検査試薬。 

10 細胞表面の抗原に対する抗体や免疫応答を担う細胞から産生されるサイトカイン関連製品。 

11 高等動物の遺伝子を細菌等の遺伝子に導入(組換え)、その遺伝子産物を発現させる技術。 

12 自己の細胞に反応する抗体(自己抗体)によって、組織障害や病変を引き起こす病気(疾患)を診断するための

検査試薬。 

13 ヒト血漿中の各種蛋白質を自動機器を利用して測定する検査試薬。 

14 自己免疫疾患で検出される自己抗体を酵素免疫測定法で測定する検査試薬。 

15 細胞が死に至るプロセスの内、自然死(ネクローシス)に対し、プログラムされた細胞死のこと。 

16 細胞膜表面に存在し、アポトーシス(プログラム細胞死)を誘導するFas抗原に対する抗体。 

17 細胞を増殖、継代するために培養液に添加して使用される牛の胎児血清。 

18 細胞診検査は、患部から採った細胞でスライド標本を作製し、顕微鏡下で細胞の異常を判定して悪性腫瘍等

の存在を検査すること。細胞診用自動塗抹染色装置は従来、手作業で行われていた細胞診標本の作製や染色

を自動化した装置。 
19 IL-18(インターロイキン18)はインターフェロンγ産生誘導因子として同定されたサイトカインの一種で抗腫

瘍作用、抗体産生制御、その他免疫系の細胞に作用して、その機能を調節することが知られている。IL-18

は、マウスにおいて肝炎、自己免疫性糖尿病の病態発現への関連が示唆されており、免疫系におけるIL-18

の機能の研究が進められている。 

20 コバス コアⅡ用全身性自己免疫疾患検査試薬は、全身性エリテマトーデス(SLE)や慢性関節リューマチ等の

診断薬であり、ポリスチレンビーズにHep2細胞(ヒト喉頭癌上皮細胞)抽出物と多種の遺伝子組換え抗原を結

合することにより、自己抗体検査の自動化を実現した。 

21 ファージは細菌に感染するウィルスで、そのDNAに遺伝子を組み込ませておくと細菌中で増殖し、その遺伝

子を発現させることができる。様々な抗体遺伝子をこのファージに組み込んでおき、保管しておくことを図

書館にたとえ、ファージ抗体ライブラリーと呼んでいる。現在ヒトゲノムDNAの解読が進んでいるがこれに

よる遺伝子の産物の機能解析に抗体の利用が求められる。このライブラリーを用いて短期間で必要な抗体を

得られると同時にそのファージから抗体遺伝子もわかり、その遺伝子に手を加えて、さらに目的に合った抗

体を作ることも可能である。 

22 MHC tetramer技術とは、免疫性疾患の治療や診断、免疫機構を用いた癌治療の研究開発などを行う際に有効

な技術。本技術を用いることで、特定の抗原を認識するT細胞を調べることや、特定のT細胞の数を直接定量

することが可能となる。 

23 センダイウイルス・ベクターは、1950年代に東北大学で発見されたセンダイウイルスをベクター用にデザイ

ンしたものであり、DNAではなくRNAを遺伝情報として用いること、核内ではなく細胞質内で機能することか

ら、治療に伴い染色体を変異させるリスクが原理的にない。同時に治療関係のタンパク質を発現する効率も

高いという特徴を持っている。また、従来の方法では遺伝子治療が難しいと考えられてきた疾患に対する治

療に活用できる可能性があり、遺伝子治療の裾野の拡大に寄与する潜在力を有している。さらに、センダイ

ウイルス・ベクターは遺伝子治療のみではなく、遺伝子ワクチン、組換えタンパク質・抗体の生産、遺伝

子・タンパク質の機能解析等、幅広いバイオビジネスに応用可能である。 

  



３ 【事業の内容】 

当社グループは株式会社医学生物学研究所（以下当社という）と子会社９社並びに関連会社７社・２組

合で構成されており、臨床検査薬や基礎研究用試薬の研究・開発並びに製造、販売を主な事業としている

ほか、これらに関連する各種機器、器具の販売も行っております。子会社及び関連会社においては遺伝子

検査薬及び新しい抗体作製技術の開発、薬剤スクリーニング測定系の研究開発、高分子素材に関する研究

等のほかに、バイオ関連企業への投資や技術提携の斡旋等を行っております。 

事業の内容と当社及び子会社、関連会社の当該事業における位置付けは次のとおりであります。なお、

事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

(臨床検査薬及び基礎研究用試薬周辺事業) 

国内企業： 

・当社：自己免疫疾患検査薬を中心とした臨床検査薬や免疫学、分子生物学、細胞生物学等の研究に用

いられる基礎研究用試薬を開発・製造し、海外及び国内得意先(代理店)を通じて、医療機関、

臨床検査センター、研究機関へ販売しております。また海外企業から導入した臨床検査薬、基

礎試薬の国内販売も行っております。 

・株式会社サイクレックス(子会社)：細胞周期制御に係る酵素の高効率的活性測定系の開発・製造、新

規医薬品候補物質の探索支援試薬の開発・製造、並びに国内外の製薬企業より新規薬剤探索の

受託、リン酸化モノクローナル抗体の作製受託を行っております。 

・株式会社抗体研究所(子会社)：新しい抗体作製技術の研究開発及び治療用抗体の研究開発を行ってお

ります。 

・株式会社セファナス(子会社)：脳疾患を始めとする神経変性疾患の治療用抗体の開発を行っておりま

したが、平成18年12月31日付で解散し、平成19年３月31日をもって清算結了しております。 

・Amalgaam有限会社(子会社)：新規蛍光蛋白質の探索及び開発、蛋白質間相互作用の解析技術研究(蛍

光イメージング)、並びに医薬品候補化合物の開発支援受託を行っております。 

・株式会社GEL-Design(関連会社)：新たな機能性高分子素材・樹脂の研究・開発を通じて、バイオ分野

や生活用品分野などで新しい用途開発を行っております。 

・プロテインウェーブ株式会社(関連会社)：バイオ分野における蛋白質の結晶化と構造解析等の技術に

係る受託解析及び分析デバイスの研究開発、並びに製造、販売を行っております。 

・株式会社クロモリサーチ(関連会社)：人工染色体に関する研究開発及び人工染色体創生研究受託を行

っております。 

・イムナス・ファーマ株式会社（関連会社）：癌を始めとした難治療性疾患の治療用抗体医薬品の臨床

開発を行っております。 

・G&Gサイエンス株式会社(関連会社)：遺伝子解析技術を活かした、食の安全・安心ビジネスと生活習

慣病等の予知予防医療支援ビジネスを行っております。 

・株式会社プリベンテック(関連会社)：トランスジェニックイネ種子発現による抗体産生系を活用した

安価で且つ大量の供給が可能な抗体産生技術の確立と、抗体医薬品の開発を行っております。

・株式会社グライエンス（関連会社）：糖鎖科学技術を利用した医薬品、診断薬、研究試薬の開発を行

っております。 

海外企業： 

・MBL International Corporation(子会社)：免疫学、分子生物学、細胞生物学分野を中心として、当

社製品及び自社で仕入れた基礎研究用試薬及び臨床検査薬を米国、欧州、並びにアジア市場に

対して販売を行っております。 

・北京博尓邁生物技術有限公司(子会社)：抗体及び臨床検査薬の製造、並びに当社製品または自社で開

発した基礎研究用試薬、臨床検査薬を中国市場に対し販売しております。 

・NAKANE DIAGNOSTICS, INC.(子会社)：抗生物質耐性菌の迅速検査薬の研究開発を行っております。 

  



(投資関連事業) 

国内企業： 

・エムビーエルベンチャーキャピタル株式会社(子会社)：投資事業組合の設立運営と国内外のライフサ

イエンス関連分野のベンチャー企業への投資、経営コンサルティングを行っております。 

・ライフサイエンス投資事業組合（関連会社）：ライフサイエンス領域に特化したベンチャーキャピタ

ル業務を行っております。 

・ライフサイエンス2 号投資事業有限責任組合（関連会社）：ライフサイエンス投資事業組合と同じく

ライフサイエンス領域に特化したベンチャーキャピタル業務を行っております 

海外企業： 

・LifeScience Catalyst Partners, Inc.(子会社)：ライフサイエンス分野における日米間のコンサル

ティング業務を行っておりましたが、平成18年12月をもって清算結了しております。 

  

(事業系統図) 

※1 連結子会社 

※2 持分法適用関連会社 

※3 持分法非適用関連会社 

※4 株式会社セファナスとLifeScience Catalist Partners,Inc は当連結会計年度において清算結

了いたしました。 

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 議決権の所有割合の［ ］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

２ 持分は、100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。 

３ 連結子会社であった株式会社セファナスとLifeScience Catalist Partners,Inc は当連結会計年度において

清算結了いたしました。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合

(％)
被所有割合

(％)

(連結子会社)

MBL International  
Corporation

米国 
マサチューセッツ
州 
ウォーバーン

米ドル 
90,000

基礎研究用試薬の
販売

100.0 ―

当社の製品を販売しており
ます。 
役員の兼任１名 
融資をしております。

株式会社 
サイクレックス

長野県伊那市 90,000
臨床検査薬及び基
礎研究用試薬の研
究開発

100.0 ―
当社が製品を供給されてお
ります。 
役員の兼任４名

株式会社抗体研究所 
(注)１

愛知県 
名古屋市中区

135,250

抗体の研究及び治
療用抗体の研究開
発並びに関連の受
託研究

74.9
[14.9]

―

当社より研究委託、当社が
業務受託をしております。 
役員の兼任３名 
債務保証しております。

エムビーエルベンチャー 
キャピタル株式会社

愛知県 
名古屋市中区

200,000

国内外のバイオ関
連ベンチャー企業
への投資、経営コ
ンサルティングほ
か

100.0 ―

当社よりコンサルティング
委託、当社が業務受託をし
ております。 
役員の兼任３名

NAKANE DIAGNOSTICS, 
INC.

米国 
カリフォルニア州 
マウンテンビュー

米ドル 
436,635

抗生物質耐性菌に
係わる研究開発

97.0 ―
当社より研究委託をしてお
ります。

Amalgaam有限会社 
(注)２

東京都板橋区 3,000
新規蛍光蛋白質に
係わる研究開発

49.0 ―
当社が製品を製造しており
ます。 
役員の兼任１名

北京博尓邁生物技術有限
公司

中華人民共和国
北京市

人民元 
4,000,000

医学、生物学およ
び研 究用抗 原抗
体、薬剤の研究開
発製造販売

77.5 ―

当社の製品を販売しており
ます。また、当社が製品を
供給されております。 
役員の兼務2名

(持分法適用関連会社)

プロテインウェーブ 
株式会社

京都府 
相楽郡精華町

35,000
蛋白質の各種解析
に係わる研究開発

36.0 ―
当社が業務受託をしており
ます。 
役員の兼任２名

株式会社クロモリサーチ
愛知県 
名古屋市中区

10,000
人工染色体に関す
る研究開発

28.0 ―
役員の兼任１名 
融資をしております。

イムナス・ファーマ株式
会社

東京都 
港区

340,112
癌治療用抗体医薬
の開発

27.1 ―
共同研究をしております。
役員の兼務2名

G＆Gサイエンス株式会社 福島県福島市 200,000

遺伝子検査薬の研
究及び製造販売と
各種診断薬の導入
販売

43.7 ―

当社が製品を供給されてお
ります。 
役員の兼任２名 
債務保証しております。

株式会社GEL-Design 
(注)１

札幌市北区 22,300
高分子素材に関す
る研究開発

37.8
[10.8]

― 役員の兼任１名



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 上記は就業人員数(出向者は各出向先の会社に含めております。)であります。 

２ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推

移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

臨床検査薬及び基礎研究用試薬周辺事業 231

投資関連事業 2

全社(共通) 20

合計 253

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

204 36.9 8.8 5,317,379



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業の収益の改善に伴い民間設備投資が堅調に推移した一

方、個人消費は雇用や所得環境の改善が抑えられていることから低い伸びにとどまり、景気は緩やかな

回復基調となっています。 

医療業界においては、高齢化社会の進行などを背景に、増加する医療費を抑制する為の医療制度改革

が引き続き推進されており、病院など医療機関においては経営の効率化の取り組みが続けられておりま

す。臨床検査薬業界においても、医療機関における検査の外注化の動向と、平成18年4月の診療報酬改

定などによる検査実施料の切り下げがあるなど、検査薬メーカーにとって厳しい環境が続いておりま

す。 

このような状況下で、当社グループでは引き続き中期的経営課題としております ①バイオテクノロ

ジーの進展と同一歩調を可能にする企業力を形成 ②世界のバイオベンチャーとして特定分野の位置を

確立 ③個性ある企業連合として状況に柔軟な対応が可能な「企業の形」を構築 ④事業基盤確立のた

めに複数の事業の柱を確立 ⑤研究・開発・生産・販売の骨格の強化 の５項目について、具体的成果

を出すべく努力してまいりました。 

  

事業別セグメントの業績は次のとおりであります。 

臨床検査薬及び基礎研究用試薬周辺事業においては、臨床検査薬分野の売上は、主力製品である自己

免疫疾患検査試薬の連結売上が販売単価の下落等厳しい市場環境の中で前年実績を上回ったことなどが

寄与し、当分野全体で対前年同期比3.5%増の実績となりました。基礎研究用試薬分野の売上は、研究機

関の費用抑制や企業間競争の激化の中、北米における海外売上高増加の寄与などにより、当分野全体で

対前年同期比8.1%増の実績となりました。また、細胞診解析関連分野の売上は、対前年同期比21.6%増

の実績となりました。 

以上の結果、臨床検査薬及び基礎研究用試薬周辺事業の当連結会計年度の売上高は50億86百万円（対

前年同期比2.7％増）となりました。 

投資関連事業においては、手数料収入の減少により、当連結会計年度の売上高は56百万円（対前年同

期比13.5％減）となりました。 

  

以上の結果、当連結会計年度の売上高は51億43百万円（対前年同期比2.5％増）となりました。利益

面においては、営業利益2億32百万円（対前年同期比261.3％増）、経常利益1億71百万円（前年同期は

経常損失18百万円）、当期純利益1億20百万円（前年同期は当期純損失56百万円）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)の残高は、13億８百

万円(前年同期は15億17百万円)となり、前連結会計年度末と比較し、２億９百万円減少いたしました。

  

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は、６億14百万円(前年同期は６億26百万円)となりました。 

これは主に税金等調整前当期純利益２億16百万円(前年同期は58百万円の純損失)、減価償却費３億

69百万円(前年同期は３億36百万円)、売上債権の増加額１億24百万円(前年同期は１億７百万円の減

少)によるものであります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、１億90百万円(前年同期は16億６百万円)となりました。 

これは主に研究設備投資など有形固定資産の取得による支出88百万円(前年同期は１億11百万円)、

その他投資等の増加による支出48百万円(前年同期は８億52百万円)によるものであります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は、６億42百万円(前年同期は15億61百万円の獲得)となりました。 

これは主に長期借入金の返済による支出４億93百万円(前年同期は２億95百万円)によるものであり

ます。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

(臨床検査薬及び基礎研究用試薬周辺事業) 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

(臨床検査薬及び基礎研究用試薬周辺事業) 

  

 
(注) １ 金額は仕入価額によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

分類
当連結会計年度
金額(千円)

前年同期比(％)

基礎研究用試薬 807,534 ＋24.6

自己免疫疾患検査試薬 1,737,499 ＋3.0

血漿蛋白定量検査試薬 97,760 △13.5

ウィルス・感染症検査試薬 136,557 ＋15.7

血液学的検査試薬 137,751 ＋997.8

腫瘍マーカー 153,213 ＋12.7

製造受託 329,329 ＋16.1

その他 43,547 ＋179.3

合計 3,443,192 ＋14.3

分類
当連結会計年度
金額(千円)

前年同期比(％)

基礎研究用試薬 412,749 △13.2

その他 378,616 △17.6

合計 791,365 △15.3



(4) 販売実績 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度
金額(千円)

前年同期比(％)

臨床検査薬及び基礎研究用試薬周辺事業

(製品)

基礎研究用試薬 579,315 ＋4.2

自己免疫疾患検査試薬 1,658,945 △0.4

血漿蛋白定量検査試薬 103,595 △0.2

ウィルス・感染症検査試薬 120,769 △0.9

血液学的検査試薬 77,270 ＋652.3

腫瘍マーカー 142,230 ＋7.7

製造受託 320,575 ＋15.8

その他 5,359 △68.3

(商品)

基礎研究用試薬 931,066 ＋10.7

自己免疫疾患検査試薬 374,469 ＋22.7

血漿蛋白定量検査試薬 96,410 ＋17.6

ウィルス・感染症検査試薬 20,298 ＋13.6

血液学的検査試薬 31,712 △78.3

腫瘍マーカー 62,652 ＋72.6

細胞診関連 221,513 ＋21.6

その他 47,013 ＋8.9

(その他) 293,018 △29.6

小計 5,086,217 ＋2.7

投資関連事業

バイオ関連企業への投資事業 56,839 △13.5

合計 5,143,056 ＋2.5

相手先

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

東邦薬品株式会社 616,603 12.3 950,615 18.5



３ 【対処すべき課題】 

当社グループにおきましては、バイオ関連分野の技術革新のスピードに遅れることなく、同時並行的に

多くのテーマへの研究開発投資を継続してまいりました。中長期的な会社の経営戦略にも掲げております

が、急速なバイオテクノロジーの進展に対応するためにグループ相互に機能分担し、連携、補完して総合

力を遺憾なく発揮できるように『活動領域』と『課題』を明確にしております。当社グループの特長であ

るスピーディな意思決定により事業機会を逸することなく、また限られた資源の有効活用とグループ企業

の総合力を生かし、来るべき時代の価値観を考えて先行して行く事は重要な事だと認識しております。急

速に変化・進展する生命科学に対応するために当社グループは各社が自らの業務を柔軟に見直し、再編

し、迅速な組織体を構成していく必要があると考えております。豊かな人的資源を背景として市場の変化

に対応する知識と技術の獲得こそが中長期的な会社の経営戦略の達成に不可欠なものと確信しておりま

す。また当社グループ全体で利益をいかに最大化するかを考え、重複投資の排除、経営の効率化、グルー

プ全体での経費節減を図りつつも、より一層スピード感のある、事業活動を推進してまいります。 

研究開発方針としては、市場における競争力ある製品の研究・開発と同時に市場規模に関わらず、患者

が必要とする検査薬・研究用試薬を開発する企業マインドを持ち続ける所存です。また、当社グループの

コア技術（抗体開発・製造）を基に新たな分野へ積極的、重点的な投資を進め、早期に実績に結びつくよ

うテーマの選択と集中を図ってまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年６月27日）現在において当社グループが

判断したものであります。 

１ 事業戦略について 

当社グループは、各企業がもつコア技術を活用し、バイオ分野での事業展開を実施しており、これら

の技術は、有用性が高いと判断しておりますが、他企業においてより革新的な技術開発がされる可能性

もあり、すべての事業が直ちに収益に結びつく保証はありません。 

２ 薬事法による規制について 

当社グループは、薬事法上の医薬品に該当する臨床検査薬の製造及び販売並びに輸出入を行うに当た

り、薬事法の規制を受け、厚生労働大臣及び所轄都道府県知事の許可、登録及び免許が必要でありま

す。 

また、規制により事業展開に影響が出る場合があります。 

３ 医療制度改革について 

当社グループは、現状において、臨床検査薬の売上のウエートが高くなっております。国内において

は、急速な少子高齢化が進むなか医療保険制度改革が実行され、その一環として医療費抑制策が実施さ

れています。医療制度改革の方向性によって、臨床検査薬分野の業績に影響を受ける可能性がありま

す。 

４ 知的所有権 

当社グループは研究開発活動、製品製造活動上様々な知的所有権を使用しており、それらは当社所有

のものと他社より適法に使用許諾されたものを使用していると認識しておりますが、当社の認識外で第

三者の知的所有権を侵害する可能性があります。現在、侵害訴訟等を提訴された事実はありませんが、

知的財産権を廻っての係争が発生した場合、事業戦略に影響を受ける可能性があります。 

５ 為替相場の変動による影響について 

当社グループは、外貨による輸出、輸入取引を行っております。そのため、為替相場の変動をヘッジ

する方策をとっておりますが、そのリスクを完全に排除することは不可能であり、業績に影響を受ける

可能性があります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

(提出会社) 
  

 

相手先名 契約内容 契約期間

イムノテック社(仏国) イムノテック社製品の日本国内における販売権の受諾 平成元年１月１日から平成３年
12月31日まで 
(３年毎の自動更新、継続中)

デューク大学(米国) 遺伝子組換え技術によるヒト自己抗原産生と自己免疫
疾患診断薬の製造技術の導入

平成２年９月20日から特許期間
満了の日まで

イムノテック社(仏国) 当社製品の日本、台湾、韓国、中国を除くワールドワ
イドの非独占的販売権の許諾

平成６年１月１日から平成８年
12月31日まで 
(３年毎の自動更新、継続中)

ビーディー・ダイアグ
ノスティクス社(米国)

ビーディー・ダイアグノスティクス社(米国)の細胞診
用自動塗沫染色装置(オートプレップ)及び専用試薬・
器具の日本国内における独占販売権の受諾

平成10年１月23日から平成20年
12月31日まで

株式会社林原生物化学
研究所

IL-18(インターフェロンγ産生誘導因子)の国内外の特
許・ノウハウを含む一連の技術を診断薬及び研究用試
薬の分野で商用化する全世界を対象とした独占権の受
諾

平成10年６月５日から平成20年
６月４日まで

ロシュ・ダイアグノス
ティックス社(スイス)

コバス コアⅡ全身性自己免疫疾患検査試薬の日本国
内における独占販売権の受諾

平成10年10月29日から平成14年
10月28日まで 
(１年毎の自動更新、継続中)

イムコダイアグノステ
ィクス社(米国)

LKM-１に関するINSERMのパテントに関するサブライセ
ンス契約

平成12年２月３日からINSERM特
許失効日まで

ロシュ・ダイアグノス
ティックス社(スイス)

デューク特許を用いた遺伝子組換え技術による自己抗
原作製に関するサブライセンス契約

平成12年３月31日からデューク
特許失効日まで

株式会社先端科学技術 
インキュベーション 
センター

ヘマンジオブラスト抗体(PCLP1抗体)に関するライセ
ンス契約

平成12年７月17日から製品の発
売終了あるいは発売開始から15
年後まで

リサーチアンドダイア
グノスティック社(米
国)

当社製造のIL-18蛋白、抗体、ELISAキットの日本国外
における販売権の許諾

平成12年10月１日から平成15年
９月30日まで 
(１年毎の自動更新、継続中)

アクシスシールドダイ
アグノスティックス社
(英国)

アクシスシールドダイアグノスティックス社の持つシ
トルリン化フィラグリンペプチドに関する特許のサブ
ライセンス契約

平成13年３月23日から特許期間
満了の日まで

ベックマン 
コールター社(米国)

ベックマンコールター社所有のテトラマー技術に関す
るスタンフォード大学とインセルム社の特許に関して
MHCテトラマーを日本において製造販売するサブライ
センス契約

平成14年３月29日から特許期間
満了の日まで

オンコセラピー・ 
サイエンス株式会社

オンコセラピー・サイエンス株式会社と東京大学医科
学研究所・ヒトゲノム解析センター・ゲノムシークエ
ンス解析分野が共同で進めているヒト癌特異的遺伝子
産物に係わる研究成果を研究用試薬及び体外診断用医
薬品に利用する全世界における独占的実施ライセンス
契約

平成14年６月12日から特許期間
満了の日まで

アクシスシールドダイ
アグノスティックス社
(英国)

アクシスシールドダイアグノスティックス社が商業実
施権を持つ環状シトルリン化ペプチドを用いた自己抗
体測定試薬の国内及び豪州、東アジアにおける独占販
売契約

平成15年１月21日から平成22年 
１月20日まで

ダイアグノスティッ
ク・プロダクツ・コー
ポレーション社(米国)

デューク特許を用いた遺伝子組換え技術による自己抗
原作製に関するサブライセンス契約

平成15年３月31日からデューク 
特許失効日まで

オンコセラピー・ 
サイエンス株式会社・ 
株式会社抗体研究所

「cDNAマイクロアレイ情報」に基づき、癌を対象とす
る抗体医薬の研究開発に関する契約

平成15年９月24日から平成19年
３月31日まで(更新手続中)

ディナベック株式会社 ディナベック株式会社の持つセンダイウイルス・ベク
ターを応用する製品に関する業務提携契約

平成17年４月１日から平成25年
３月31日まで

ロシュ・ダイアグノス
ティックス株式会社

ヒトパピローマウイルスの遺伝子型(ジェノタイプ)を
判定するキットの販売契約

平成17年５月20日から平成19年 
５月19日まで(更新手続中)

イムノダイアグノステ
ィック・システム社 
(英国)

骨粗鬆症診断及び研究に有用な各種の骨代謝マーカー
測定試薬の国内における独占販売契約(一部製品非独
占)

平成18年３月31日から平成23年 
３月30日まで

サイレックス社（米
国）

免疫細胞活性測定試薬の販売契約 平成18年６月１日から平成20年 
５月31日まで

ロシュ・ダイアグノス
ティックス社(スイス)

血液凝固第XIII因子定量試薬の販売及び代理店契約 平成19年５月30日から平成23年
12月31日まで



６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度における当社グループの研究開発活動は、以下に記載のとおりであります。当社グルー

プの研究開発活動は、すべて臨床検査薬及び基礎研究用試薬周辺事業に関わる活動であり、投資関連事業

に関わる研究開発活動はありません。 

１ 基礎研究用試薬 

① 新規蛍光タンパク質の研究開発を行う子会社のAmalgaam有限会社では、新しい特性を持った蛍光物

質、その遺伝子ベクター及び蛍光物質を用いたタンパク質間相互作用解析キットの開発を行っており

ます。また、創薬支援ビジネスを行っている子会社の株式会社サイクレックスは、医薬品開発のため

のスクリーニング試薬の開発に注力しております。 

② 免疫学領域の基礎研究用試薬としてMHC－テトラマーの製品化を行っております。また、抗体製品

ラインナップの拡充の取組みとしてオートファジーに関する研究用抗体の開発を行っております。 

③ ディナベック株式会社との業務提携により、センダイウイルス・ベクターを用いて、受託サービ

ス、遺伝子機能解析キットの開発など、共同開発を通じて広範なバイオ・ビジネスへの応用を展開し

ております。また、ディナベック株式会社との共同出資により設立した子会社の北京博尓邁生物技術

有限公司において、抗体開発及び製造を行っております。 

  

２ 自己免疫疾患検査試薬 

① 関節リウマチの診断薬である抗シトルリン化ペプチド抗体（抗CCP抗体）測定試薬が平成18年11月

に製造承認され、平成19年３月に保険収載されました。臨床試験を行ってきたこの診断薬の臨床的有

用性については、以前よりリウマチ学会等で既に高い評価が得られておりました。 

② 自己免疫性水泡性皮膚疾患である類天疱瘡の診断薬として、抗BP180抗体測定試薬が平成18年11月

に製造承認されました。 

③ 抗ENA抗体測定試薬は従来の当社主力製品でありましたが、従来のELISA法に代わる多項目同時測定

が可能なLuminex試薬を開発しております。Luminex試薬は微量検体で最大100項目を同時、かつ短時

間に測定できることから、本試薬の開発によって得られた技術は今後他の試薬にも応用できるものと

考えております。 

④ 強皮症の診断に有用な抗RNA Polymerase Ⅲ抗体測定試薬を慶応大学より技術導入し、製品として

完成いたしました。当社では従来より強皮症の診断薬として抗Scl-70抗体測定試薬を販売しておりま

すが、抗RNA Polymerase Ⅲ抗体は抗Scl-70抗体と並存しないことから抗Scl-70抗体と合わせて新た

な市場が開けるものと期待しております。 

⑤ 岡山大学及び米国Corgenix社との間で酸化LDL測定試薬AtherOx及び抗酸化LDL抗体測定試薬anti-

AtherOxの共同開発を実施しております。本試薬はCorgenix社が製造元となることから、平成14年に 

Corgenix社との間で製品導入契約を締結しております。AtherOx試薬は循環器病及び糖尿病との、

anti-AtherOx試薬は自己免疫疾患での血栓症に対して高い特異性が確認されており、今後さらにその

臨床的意義を検討してまいります。 

  



３ 腫瘍マーカー、癌診断薬 

① 平成14年にオンコセラピー・サイエンス株式会社から各種臓器癌に対する癌関連遺伝子について、

診断薬、基礎試薬の独占実施権を獲得しました。社内癌プロジェクトとして腎臓癌、膵臓癌、肺癌、

胃癌、大腸癌などの新しい診断薬の開発を精力的に進めており予備臨床試験を開始いたしました。 

② 食道癌・大腸癌・乳癌の早期診断を可能にする、自己抗体を検出する新しいタイプの腫瘍マーカー

測定診断薬である抗p53抗体測定試薬の臨床開発を進めております。現在、厚生労働省に保険適用を

申請中であり、審査が進んでいるところであります。 

③ 癌自己抗原に対する抗体を多項目測定することにより癌診断を行う、癌自己抗体パネル診断薬の開

発を進めております。他項目測定によって単項目では低い癌検出率を上昇させ、検出率の高い癌診断

薬を製品化できる可能性があります。 

  

４ その他の検査試薬 

① 血液学的検査試薬であるLuminex試薬HLAジェノタイプ測定キットは、日本赤十字血液センター、大

手検査センターなどに採用され、着実に市場に浸透しております。国内市場への普及活動と並行し

て、同じ測定原理を用いた新規項目のキットの開発を行っております。 

② 平成18年３月に英国IDS社と骨代謝マーカー関連試薬の日本における包括的販売契約を締結しまし

た。骨代謝マーカーの測定は、骨粗鬆症の骨折リスク評価及び治療効果の判定に有用で、今後予測さ

れる超高齢化に伴い、その需要は大きいと期待されています。今後、臨床開発を行い、複数項目につ

いて体外診断用医薬品として厚生労働省に製造承認申請を予定しております。 

  

５ 抗体作製技術、治療用抗体の開発 

① 高親和性抗体作製の研究開発として、抗原作製の新規手法、免疫効率を上げる免疫手法、レパート

リー豊富な抗体産生を可能にするトランスジェニックマウス及びノックアウトマウス、人工リンパ

節、ADCC活性増強技術の開発を行っております。この分野は技術革新が目覚しいところですので、社

外の研究機関との連携を強化した開発を進めております。 

② 炎症性サイトカインの過剰な作用が病態を引き起こす敗血症や関節リウマチの治療薬候補として、

炎症性サイトカインの作用を打ち消す抗体の開発を進めております。ヒト末梢血を用いた試験管内で

の実験結果では、この抗体の有効性が示されております。現在、この抗体のキメラ抗体を作成し動物

を用いた予備臨床試験を開始しています。 

③ ヒト治療用抗体の開発については、オンコセラピー・サイエンス株式会社と、当社及び子会社の株

式会社抗体研究所の３社による治療用抗体開発のコンソーシアムを構築しております。また、平成16

年にオンコセラピー・サイエンス株式会社との共同出資により臨床治験を進める子会社イムナス・フ

ァーマ株式会社を設立して新規治療用抗体の臨床開発をグループで進める体制を整えております。 

  



６ その他の研究開発 

① 再生医学領域として血液細胞、血管内皮細胞の共通の祖先として考えられているヘマンジオブラス

ト細胞の実用化に向けて、分離・精製と分化・誘導の研究開発、磁性細菌からの磁性粒子を用いた細

胞分離システムの開発を進めております。 

② 癌・感染症の細胞免疫療法技術の開発として、樹状細胞の抗原提示に関する研究に取り組んでおり

ます。この分野は技術革新が目覚しいところですので、社外の研究機関との連携を強化した開発を進

め、国内外への特許出願を進めてまいりました。 

  

  この結果、当期連結会計年度の研究開発費の総額は10億50百万円となりました。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成19年６月27日)現在において当社グループが判

断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成しております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、決算日における資産・負債の報告数値、

及び会計期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積りを含んでおり、売上債権、たな卸資

産、貸倒引当金、投資、繰延税金資産、法人税等に関する見積りや判断に関して継続的に評価を行って

おります。実際の結果に関しましては、見積りによる不確実性のために異なる結果となる可能性があり

ます。 

  



(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

当社グループの売上高は、前連結会計年度の50億18百万円に対して51億43百万円と対前年同期比

2.5％の増加となりました。臨床検査薬及び基礎研究用試薬周辺事業におきましては、前連結会計年

度の49億53百万円から50億86百万円へと対前年同期比2.7％増加いたしました。細胞診解析関連は２

億21百万円（21.6%増）と増加いたしました。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

当社グループの売上原価は、前連結会計年度の20億63百万円に対して19億16百万円と対前年同期比

7.1％減少いたしました。製品売上高の増加に伴う売上原価率の減少、導入品の売上比率が原価率低

い製品群の増加によるものが主な原因であります。 

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度の28億91百万円に対して29億93百万円と対前年同期比

3.5％増加いたしました。研究開発費の若干の減少に転じましたが、販売促進にかかる費用の増加に

より販売費及び一般管理費全体としては増加いたしました。 

③ 営業利益 

営業利益は、前連結会計年度の64百万円に対して２億32百万円と対前年同期比１億68百万円増加

(対前年同期比261.3％増)いたしました。売上高増加と売上原価率の低減による売上総利益の増加の

影響によるものであります。 

④ 営業外損益 

営業外損益は、営業外収益が前連結会計年度の43百万円に対して75百万円と対前年同期比32百万円

増加いたしました。受取利息の増加が主な要因であります。営業外費用は前連結会計年度の１億26百

万円に対して１億37百万円と対前年同期比10百万円増加いたしました。為替差損の増加が主な要因で

あります。 

⑤ 経常利益 

経常利益は前連結会計年度の経常損失18百万円に対して１億71百万円と対前年同期比１億89百万円

増加いたしました。営業利益の増加と営業外損益の好転が主な要因であります。 

⑥ 特別損益 

特別利益に関しましては、持分変動益、国庫補助金受入益の減少により、前連結会計年度の１億73

百万円に対して73百万円と対前年同期比１億円減少いたしました。特別損失に関しましては、たな卸

資産評価損減少等により前連結会計年度の２億13百万円に対して27百万円と対前年同期比１億85百万

円減少いたしました。 

⑦ 当期純利益 

経常利益の増加と特別損益の影響により、前連結会計年度の当期純損失56百万円に対して当期純利

益１億20百万円と対前年同期比１億76百万円増加いたしました。 

  



(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループを取り巻く事業環境は、医療制度改革の推進が今後も予想され、それに伴う競争の激化

から一層の激しさを増しております。医薬品の製造、販売に関する薬事法を始めとする関連諸法規によ

る規制、隔年実施される薬価改定が臨床検査薬市場に直接重要な影響を与えております。また、技術の

進歩や改革を背景とした多大な研究開発投資も必要としております。 

  

(4) 経営戦略の現状と見通し 

当社グループといたしましては、このような状況を踏まえて、当社グループの技術的優位性を堅持し

つつ、当社の得意分野である自己抗体関連試薬、第２の主力製品として癌診断薬の開発、抗体技術開発

によるより付加価値の高い製品の市場への投入、シンレイヤー法の普及による細胞診事業の拡大、他企

業との提携による当社グループの生産技術を活用した製造受託の積極化、抗体医薬品の探索推進をテー

マに開発を進めてまいります。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度における流動資産の残高は51億77百万円となり、前年同期に比べ42百万円増加いたし

ました。この主な要因としましては、MBL International CorporationのLifeSpan BioScienses社の抗

体事業買収に伴ない、たな卸資産が２億95百万円、受取手形及び売掛金が１億32百万、前年同期に比べ

増加したこと及び現金及び預金が２億11百万円、その他流動資産が１億69百万円、前年同期に比べ減少

したためであります。 

固定資産の残高は39億49百万円となり、前年同期に比べ５億51百万円減少しました。これは投資その

他の資産が投資有価証券及び長期前払費用等の減少により前年同期に比べ５億５百万円の減少となった

ためであります。 

流動負債の残高は14億85百万円となり、前年同期に比べ82百万円減少しました。これは、支払手形及

び買掛金等が前年同期に比べ27百万円減少したことと短期借入金が前年同期に比べ１億39百万円減少し

たこと及びその他流動負債が63百万円増加したことが主な要因であります。 

固定負債の残高は10億38百万円となり、前年同期に比べ４億83百万円減少しました。長期借入金が前

年同期に比べ４億94百万円減少したことが主たる要因であります。 

純資産の残高は66億４百万円となり、前年同期に比べ60百万円増加しました。これは主に当期純利益

１億20百万円の計上と配当金の支払い69百万円によるものであります。 

キャッシュ・フローにつきましては、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、２億９百万円減少

し、13億８百万円となりました。 

なお、詳細につきましては第２［事業の状況］ １［業績等の概要］の(2) キャッシュ・フローの状

況をご参照ください。 

  



(6) 経営者の問題意識と今後の方針について 

価値観が多極化している現代社会において、人間にとって"ゆたかさ"とは何か、社会にとって、また

私たちにとって"ゆたかさ"とは何なのかが問われています。当社グループは生命科学の分野で現代医療

に貢献しつつ"ゆたかさ"の意味を繰り返し問い続ける姿勢を持ち続けたいと考えております。 

ポストゲノムの時代と言われる21世紀の初頭にあって、当社グループは生命科学の方向性と進展スピ

ードを見据え、それに対応する組織、事業体を「ネットワーク型企業体」として構想してまいりまし

た。グループ企業各社が高い専門性を持ち、急速に進展するバイオ分野に、迅速な判断と組織行動をも

って対応していこうと考えております。 

当社グループは今後も優れたバイオベンチャーとして成長し続けるため、グループ各企業が持つ専門

性を活かし、積極的且つより「深化」した事業展開により、最短且つ大きな成果に結び付ける活動を進

めていきたいと考えております。 

また、情報化社会にあって情報の活用は企業の生死を左右いたしますが、一方で情報管理の質が問わ

れ、従来の延長線上ではない考え方、システムが必要とされています。「今そこにある危機」にいかに

備えるか、危機管理が企業活動の重要なポイントになってまいりました。コンプライアンス経営、IR活

動、CSR(企業の社会的責任)への取り組みを強化してまいります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資の総額は86,967千円であり、その主な内容は次のとおりであります。

(臨床検査薬及び基礎研究用試薬周辺事業) 

・研究開発に関する設備投資     27,373千円 

・生産に関する設備投資       19,701千円 

・販売関連に関する設備投資     35,892千円 

・事務統轄管理に関する設備投資   4,000千円 

  

また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
  

(2) 国内子会社 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(名)建物

及び構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積㎡)
その他 合計

伊那研究所 
(長野県伊那市)

臨床検査薬及
び基礎研究用
試薬周辺事業

製造設備 
研究設備 612,480 167,659

28,617
(4,113.93)
〔51,744〕

22,248 831,006 132

鳴海倉庫 
(名古屋市緑区)

同上
保管管理 
設備 7,558 ─ 15,920

(320.00) ─ 23,478 ─

本社事務所・ 
名古屋営業所 
(名古屋市中区)

同上 統括業務設備 10,928 3,059 ─
(─) 9,815 23,803 36

札幌営業所 
(札幌市北区)

同上 販売設備 ─ ─ ─
(─) 246 246 2

福島研究所 
(福島県福島市)

同上 研究設備 36,089 ─ ─
(─) ─ 36,089 ─

首都圏統轄営業所 
(東京都板橋区)

同上 販売設備 951 27,519 ─
(─) 4,160 32,631 21

大阪営業所 
(大阪市淀川区)

同上 同上 ─ 53 ─
(─) 431 484 9

福岡営業所 
(福岡市博多区)

同上 同上 ─ 224 ─
(─) 984 1,208 4

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

株式会社 
サイクレック
ス

本社 
(長野県 
伊那市)

臨床検査薬
及び基礎研
究用試薬周
辺事業

研究設備 ─ 8,441 ─
(─) ─ 8,441 6

株式会社 
抗体研究所

本社 
(名古屋市 
中区)

同上 同上 ─ 33,067 ─
(─) 1,678 34,746 11

エムビーエル
ベンチャーキ
ャピタル株式
会社

本社 
(名古屋市 
中区)

投資関連事
業

事務設備 1,429 729 ─
(─) 992 3,151 2

Amalgaam 
有限会社

本社 
(東京都 
板橋区)

同上 同上 ─ ─ ─
(─) 152 152 3



(3) 在外子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品であります。なお、金額には消費税等は含めておりません。

２ 上記のうち〔 〕は賃借中のものであり、外数であります。なお、土地の賃借先は伊那市手良沢岡下手良区

(共有地)であります。 

３ 上記の他、連結会社以外からの主要なリース設備の内容は、下記のとおりであります。 

   (提出会社) 

  

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(名)建物

及び構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積千㎡)
その他 合計

MBL 
International 
Corporation

米国 
マサチュー
セッツ州 
ウォーバー
ン

臨床検査薬
及び基礎研
究用試薬周
辺事業

販売設備 ─ 10,334 ─
(─) 319 10,653 10

NAKANE 
DIAGNOSTICS, 
INC.

米国 
カリフォル
ニア州マウ
ンテンビュ
ー

同上 研究設備 ─ ─ ─
(─) ─ ─ 1

北京博尓邁生
物技術有限公
司

中華人民共
和国 
北京市

臨床検査薬
及び基礎研
究用試薬周
辺事業

研究設備 ─ ─ ─
(─) 8,930 8,930 16

設備の内容 台数
リース期間

(年)
年間リース料

(千円)
リース契約残高 

(千円)

自動分析装置 22台 ５年 34,700 147,319



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメント

の名称
設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定 
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

提出
会社

伊那研究所 
(長野県伊那市)

臨床検査薬
及び基礎研
究用試薬周
辺事業

研究用機器 26,031 ─ 自己資金
平成19年
４月

平成20年
３月

研究開発
の充実

生産用機器 41,129 ─ 自己資金
平成19年
４月

平成20年
３月

生産体制
の整備



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 17,355,000 同左
ジャスダック
証券取引所

―

計 17,355,000 同左 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は以下のとおりでありま
す。 

  

① 第2回新株予約権(取締役及び従業員に対するもの） 

 
（注）１ 新株予約権1個につき目的となる株式数は、1,000株とする。 

     当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転(以下総称して「合併等」という。)を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を

勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

   ２ 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべ

き１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とす

る。 

なお、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または

株式併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。 

 
  また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合、上

記の行使価額は、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株

式数」に読み替える。 

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする

場合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整するこ

とができる。 

当事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数（個） 165 (注)１ 161 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 165,000 161,000

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 636 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年７月１日～
平成23年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格  636
資本組入額 414

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権者は新株予約権

を他に譲渡することはできな
い。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４ 同左

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数



  ３ ① 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要す。ただ

し、当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りでない。 

    ② 新株予約権の相続はこれを認めない。 

    ③ その他権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権

割当契約書」に定めるところによる。 

   ４ 当社が組織再編に際して定める契約書または計画書等に各号に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を

定めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、各号に定める株式会社の新株予約権を交付するものとす

る。 

① 合併（当社が消滅する場合に限る。） 

  合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社 

② 吸収分割 

  吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社 

③ 新設分割 

  新設分割により設立する株式会社 

④ 株式交換 

  株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

⑤ 株式移転 

  株式移転により設立する株式会社 

  



② 第3回新株予約権(取締役に対するもの） 

 
（注）１ 新株予約権1個につき目的となる株式数は、1,000株とする。 

     当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転(以下総称して「合併等」という。)を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を

勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

   ２ 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべ

き１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とす

る。 

なお、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または

株式併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。 

 
  また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合、上

記の行使価額は、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株

式数」に読み替える。 

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする

場合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整するこ

とができる。 

当事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数（個） 376 (注)１ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 376,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 1,000 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年７月29日～
平成23年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格  1,000
資本組入額   519

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取
得については、当社取締役会
の決議による承認を要するも
のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４ 同左

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数



    ３ ① 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役の地位にあることを要す。ただし、当社の取締役

会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

       ② 新株予約権の相続は、新株予約権者が死亡した場合、その相続人のうち、その配偶者、子、１親等の直

系尊属に限り新株予約権を行使することができる。ただし、相続人は、新株予約権者が死亡退任した日の

翌日から３ケ月を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使できる。 

       ③ その他権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権

割当契約書」に定めるところによる。 

   ４ 当社が組織再編に際して定める契約書または計画書等に各号に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を

定めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、各号に定める株式会社の新株予約権を交付するものとす

る。 

① 合併（当社が消滅する場合に限る。） 

  合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社 

② 吸収分割 

  吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社 

③ 新設分割 

  新設分割により設立する株式会社 

④ 株式交換 

  株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

⑤ 株式移転 

  株式移転により設立する株式会社 
  

  



(3) 【ライツプランの内容】 

  

    該当事項はありません。 

  



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 平成12年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき３株の割合

をもって分割しました。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
（注)１ 自己株式2,260株は、「個人その他」に２単元、「単元未満株式の状況」に260株含まれております。 

２ 証券保管振替機構名義の株式が、「その他の法人」に４単元含まれております。 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数

は、すべて信託業務に係るものであります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成12年11月20日
(注)

11,570 17,355 ― 2,228,600 ― 3,372,550

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 10 23 46 7 0 3,919 4,005 ―

所有株式数 
(単元)

― 1,815 297 664 37 0 14,533 17,346 9,000

所有株式数 
の割合(％)

― 10.46 1.71 3.83 0.21 0 83.79 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

数 納 幸 子 愛知県名古屋市東区 1,333 7.68

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８―11 852 4.90

西 田 克 彦 愛知県尾張旭市 582 3.35

浅 野 銕太郎 愛知県名古屋市昭和区 364 2.09

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６
日本生命 証券管理部内

290 1.67

数 納   博 愛知県春日井市 274 1.58

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11―３ 272 1.56

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７―１ 210 1.21

MBL社員持株会
愛知県名古屋市中区丸の内３丁目５―10
住友商事丸の内ビル５Ｆ 
株式会社医学生物学研究所内

170 0.98

日清トレーディング株式会社 東京都千代田区神田錦町１丁目25 150 0.86

計 ― 4,498 25.92



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権４個）含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

17,344,000   
17,344 ―

単元未満株式 普通株式 9,000 ― ―

発行済株式総数 17,355,000   ― ―

総株主の議決権 ― 17,344 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社医学生物学研究所

愛知県名古屋市中区 
丸の内３丁目５―10

2,000 ― 2,000 0.01

計 ― 2,000 ― 2,000 0.01



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

  当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

  当該制度は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社取締役及び従業員に対し

ストックオプションとして新株予約権を発行することを平成18年６月27日の定時株主総会において特

別決議されたものであります。 

  当該制度の内容は次のとおりであります。 

  

① 取締役及び従業員に対するもの 

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につ

いて行われ、調整の生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転(以下総称して「合併等」という。)を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を

勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

   ２ 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべ

き１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とす

る。 

なお、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または

株式併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。 

 
また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合、上

記の行使価額は、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株

式数」に読み替える。 

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする

場合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整するこ

とができる。 

決議年月日 平成18年６月27日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役  7名
当社従業員 101名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 169,000株 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額 636円 (注)２

新株予約権の行使期間
平成20年７月１日～
平成23年６月30日

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役もしくは従業
員の地位にあることを要す。ただし、当社取締役会が正当な理由が
あると認めた場合はこの限りでない。

② 新株予約権の相続はこれを認めない。
③ その他権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところに
よる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権者は新株予約権を他に譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

(注)３

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数



   ３ 当社が組織再編に際して定める契約書または計画書等に各号に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を

定めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、各号に定める株式会社の新株予約権を交付するものとす

る。 

① 合併（当社が消滅する場合に限る。） 

  合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社 

② 吸収分割 

  吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社 

③ 新設分割 

  新設分割により設立する株式会社 

④ 株式交換 

  株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

⑤ 株式移転 

  株式移転により設立する株式会社 

  



② 取締役に対するもの 

 
(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につ

いて行われ、調整の生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転(以下総称して「合併等」という。)を行う場合、株

式の無償割当を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を

勘案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。 

   ２ 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべ

き１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とす

る。 

なお、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または

株式併合の比率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。 

 
また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合、上

記の行使価額は、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自

己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株

式数」に読み替える。 

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする

場合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整するこ

とができる。 

決議年月日 平成18年６月27日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役７名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 376,000株 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額 1,000円 (注)２

新株予約権の行使期間
平成18年７月29日～
平成23年６月30日

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、権利行使時において、当社の取締役の地位にある
ことを要す。ただし、当社の取締役会が正当な理由があると認めた
場合はこの限りではない。

② 新株予約権の相続は、新株予約権者が死亡した場合、その相続人の
うち、その配偶者、子、１親等の直系尊属に限り新株予約権を行使
することができる。ただし、相続人は、新株予約権者が死亡退任し
た日の翌日から３ケ月を経過する日までの間に限り、新株予約権を
行使できる。

③ その他権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と新株予約
権者との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところに
よる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承
認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

(注)３

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数



   ３ 当社が組織再編に際して定める契約書または計画書等に各号に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を

定めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、各号に定める株式会社の新株予約権を交付するものとす

る。 

① 合併（当社が消滅する場合に限る。） 

  合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社 

② 吸収分割 

  吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社 

③ 新設分割 

  新設分割により設立する株式会社 

④ 株式交換 

  株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

⑤ 株式移転 

  株式移転により設立する株式会社 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

  【株式の種類等】 

   該当事項はありません。 
    

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
  

  

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

（円）
株式数(株)

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

その他（－） ― ― ― ―

保有自己株式数 2,260 ― 2,260 ―



３ 【配当政策】 

当社は、株主への利益還元を最重要課題として事業経営を行っており、株主各位に対して配当の維持及

び適正な利益還元を実施していく所存であります。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としております。 

これらの剰余金の配当の決定機関を、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会とす

る旨を定款に定めております。ただし、現状は期末配当のみの年１回の実施としております。 

この方針に基づき、当事業年度の剰余金の期末配当につきましては、１株当たり４円と決定いたしまし

た。 

内部留保資金については、事業投資やM&Aなど将来の企業価値を高めるために活用し、長期的な視点で

投資効率を考え、キャッシュ・イン・フローの最大化を目指します。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下の通りであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジ

ャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額
（千円）

1株当たり配当額
（円）

平成19年6月26日 
定時株主総会

69,410 ４

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 1,290 1,890 1,270 945 751

最低(円) 520 515 660 686 409

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

最高(円) 572 534 485 548 490 457

最低(円) 530 417 409 454 435 415



５ 【役員の状況】 
  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長 ― 数 納 幸 子 昭和17年４月20日生

昭和36年４月 東京芝浦電気株式会社北陸支社入
社

注(3) 1,333

昭和44年４月 愛知県がんセンター研究所入所

昭和47年３月 日本福祉大学社会福祉科卒業

昭和47年４月 当社入社

昭和47年12月 当社代表取締役社長就任

平成13年６月 当社代表取締役会長就任(現任)

平成16年８月 イムナス・ファーマ株式会社代表
取締役会長就任(現任)

取締役社長 ― 西 田 克 彦 昭和21年４月６日生

昭和45年４月 株式会社新典社入社

注(3) 582

昭和45年11月 当社入社

昭和48年12月 当社取締役就任

昭和54年４月 当社常務取締役就任

昭和56年10月 当社代表取締役専務就任

平成11年５月 株式会社抗体研究所代表取締役社
長就任(現任)

平成13年６月 当社代表取締役社長就任(現任)

平成15年１月 Amalgaam有限会社取締役就任(現
任)

平成17年４月 G&Gサイエンス株式会社代表取締
役就任(現任) 
MBL International Corporation 
代表取締役社長就任(現任)

平成17年８月 株式会社GEL-Design代表取締役会
長就任(現任)

平成17年９月 エムビーエルベンチャーキャピタ
ル株式会社代表取締役社長就任
(現任)

平成18年５月 北京博迩邁生物技術有限公司董事
長就任(現任)



 
(注) １ 取締役 数納 博は取締役会長 数納幸子の実弟であります。 

２ 監査役 中野弘文及び桜井博雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成19年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年3月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。 

４ 監査役の任期は、平成16年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年3月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 営業本部長 数 納   博 昭和23年11月27日生

昭和46年４月 株式会社椿本クリーブランド・ト

ラムレール入社

注(3) 274

昭和51年９月 当社入社

昭和61年12月 当社営業部長

平成５年４月 当社総務部長

平成５年６月 当社取締役総務部長就任

平成11年６月 当社取締役営業本部長就任(現任)

取締役
生産技術 
部長

清 水 喜久男 昭和24年４月２日生

昭和49年４月 日本コーンスターチ株式会社入社

注(3) 70

昭和50年９月 当社入社

平成５年４月 当社技術研究部長

平成７年４月 当社生産技術部長

平成11年６月 当社執行役員生産技術部長

平成17年６月 当社取締役生産技術部長就任(現

任)

取締役
開発企画 
部長

佐々木   淳 昭和28年８月１日生

昭和51年４月 当社入社

注(3) 35

平成３年４月 当社企画管理部長

平成５年４月 当社営業部長

平成11年６月 当社執行役員海外診断薬部長

平成17年６月 当社取締役開発企画部長就任(現

任)

取締役 経理部長 林   通 宏 昭和33年７月７日生

昭和57年４月 当社入社

注(3) 24

平成８年４月 当社経理部長

平成11年６月 当社執行役員経理部長

平成17年６月 当社取締役経理部長就任(現任)

平成17年11月 株式会社ACTGen代表取締役社長就

任(現任)

常勤監査役 ― 東   光 壮 昭和15年11月２日生

昭和35年12月 フジパン株式会社入社

注(4) 33

昭和48年３月 富士カントリー株式会社入社

昭和61年10月 当社取締役就任

平成７年６月 当社監査役就任

平成13年６月 当社取締役就任

平成16年６月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 ― 中 野 弘 文 昭和17年２月６日生

昭和50年４月 弁護士登録

注(4) 30
昭和61年10月 当社監査役就任(現任)

平成６年４月 名古屋家庭裁判所調停委員(現任)

平成９年５月 東春信用金庫監事(現任)

常勤監査役 ― 桜 井 博 雄 昭和22年８月８日生

昭和46年３月 フジパン株式会社入社

注(4) 5

昭和50年１月 富士カントリー株式会社入社

平成15年１月 株式会社富士エクセレント倶楽部

代表取締役

平成18年６月 当社監査役就任(現任)

計 2,387



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞ 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、変化の激しい経営環境の中にあって、効

率的で透明性の高い経営体制を確立することであります。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

イ 取締役会は最低毎月１回開催し、業務執行機関に対する監督機能を果たすと共に、重要事項の決

定、全社の方向性や目標の決定などのための審議体制の充実が図られております。 

ロ 当社は、監査役制度採用会社であります。 

  経営の監査機能としては、監査役会が中心的な役割を果たしており、会計監査人、内部監査室と

の連携を密にし、効率的な監査体制の構築・推進を行っております。また監査役は取締役会をはじ

め各種会議に出席し、取締役の職務執行を十分に監視できる体制になっております。 

ハ 当社の取締役は６名で全て社内取締役であります。また監査役３名のうち２名が社外監査役であ

ります。当社と社外監査役との間には、取引関係その他の利害関係はありません。また会計監査人

である監査法人朝見会計事務所及びその業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありませ

ん。 

当社の経営組織の概要は以下のとおりであります。 

  
 

  



② 内部統制システムの整備状況 

当社の内部管理体制については、生産部門、研究開発部門、事業統括部門、管理部門がそれぞれに

各部門内の組織相互間で内部牽制制度を充実させ、問題点の水平展開を積極的に進める体制を構築

し、それぞれの部門が統括する会議において、活動の詳細が全体化される状況をつくっております。

また、各部門間を横断するプロジェクトを数多く行うことで、部門間の牽制制度を実施しておりま

す。総務部・経理部の管理部門が他の部門について会計的、法務的観点から業務遂行状況を月次ベー

スで確認し、全体を統括する経営会議において報告を実施することで日常的に問題点を明確にし、早

期に対応できる体制を構築しております。独立した内部監査室（専従者１名）を設置し、監査役会、

取締役会への報告を実施しております。 

社内規程に関しましては、組織規程において業務分掌について定め、職務権限規程により責任と権

限を明らかにしております。各会議規程についても定め、会議における責任と権限を明確にしており

ます。 

内部管理体制における各部門の配置と牽制状況は以下のとおりであります。 

  

 

  

(2) リスク管理体制の整備の状況 

昨今、企業と社会の関係が一層多面的なものとなってきていることに比例して、企業に対する社会の

期待と評価は、より広範で、かつ、厳しいものとなってきております。財務報告、安全・衛生、あるい

は、これ以外の社会通念に反することなどでも、企業が社会の期待に背く行動をとった場合、企業の価

値が短期間に崩壊するといった事例を目の当たりにしております。その結果は、当該企業の株主や従業

員はもちろんのこと、その他のステークホルダー、さらには、社会全体に大きな影響を及ぼすことにな

ってしまいます。 

このような状況の中で、当社を取り巻く経営環境の変化にともない、管理すべきリスクも複雑・多様

化しており、リスクを十分認識し、経営の健全性の維持と安定的な収益性、成長性の確保を図るために

リスク管理体制を充実・強化することが経営上の最重要課題であると認識しております。 

当社ではリスク管理に関する基本的事項を「経営会議」において決定し、業務執行におけるリスクを

統括・一元管理し、統合リスク管理体制の一層の充実・強化に努めております。 

  



(3) 役員報酬の内容 

 
  

(4) 内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携 

内部監査室と監査役は、随時情報交換を行い、相互に連携を保っております。また、会計監査人と監

査役においても、会計監査人の往査に監査役が立ち会うなど関連情報の交換を行っております。監査役

会は、会計監査人より監査結果について報告を受け、監査役は相互に意見交換を行っております。 

  

(5) 社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

社外監査役の２名とは一切の利害関係はありません。 

  

(6) 監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   10,500千円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

(7) 会計監査の状況 

① 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

 中 田 惠 美 (監査法人朝見会計事務所) 

 山 本 真由美 (監査法人朝見会計事務所) 

② 監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ５名 

  

(8) 責任限定契約の内容の概要 

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規程に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が想

定する額としております。 

  

(9) 取締役の定数 

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

  

(10) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

  

(11) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨

定款に定めております。 

取締役の年間報酬総額 154,145千円(当社には社外取締役はおりません。)

監査役   〃 8,256千円(うち社外監査役3,876千円)



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、監査法人朝見会計事務所により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,497,559 1,285,717

 ２ 受取手形及び売掛金 ※３ 1,606,279 1,738,835

 ３ 有価証券 19,979 22,671

 ４ たな卸資産 1,652,511 1,947,517

 ５ 繰延税金資産 134,915 128,195

 ６ その他 234,296 64,336

   貸倒引当金 △10,141 △9,583

   流動資産合計 5,135,400 53.3 5,177,689 56.7

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 1,631,275 1,639,382

    減価償却累計額 916,041 715,234 969,943 669,438

  ２ 機械装置及び運搬具 ※２ 1,100,153 1,144,506

    減価償却累計額 830,952 269,200 893,417 251,089

  ３ 土地 44,537 44,537

  ４ その他 ※２ 264,307 278,575

    減価償却累計額 211,573 52,733 228,616 49,959

   有形固定資産合計 1,081,706 11.2 1,015,025 11.1

 (2) 無形固定資産

  １ 連結調整勘定 9,312 ―

  ２ のれん ― 8,455

  ３ その他 83,882 105,514

   無形固定資産合計 93,194 1.0 113,969 1.3

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※１ 1,690,467 1,538,731

  ２ 長期貸付金 35,185 93,331

  ３ 長期前払費用 950,345 640,176

  ４ 繰延税金資産 81,639 20,890

  ５ その他 ※１ 570,386 529,100

    貸倒引当金 △1,252 △1,233

   投資その他の資産合計 3,326,772 34.5 2,820,996 30.9

   固定資産合計 4,501,673 46.7 3,949,991 43.3

   資産合計 9,637,074 100.0 9,127,681 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 209,045 181,780

 ２ 短期借入金 1,097,041 957,100

 ３ 未払法人税等 12,986 34,645

 ４ その他 248,325 311,517

   流動負債合計 1,567,398 16.3 1,485,042 16.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 1,474,940 980,000

 ２ その他 46,859 58,352

   固定負債合計 1,521,799 15.8 1,038,352 11.4

   負債合計 3,089,198 32.1 2,523,394 27.7

(少数株主持分)

  少数株主持分 4,168 0.0 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,228,600 23.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 3,372,550 35.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 959,996 10.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 8,512 0.1 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 △24,137 △0.3 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※５ △1,813 △0.0 ― ―

   資本合計 6,543,707 67.9 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

9,637,074 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ─ 2,228,600

 ２ 資本剰余金 ─ 3,372,550

 ３ 利益剰余金 ─ 1,002,946

 ４ 自己株式 ─ △1,813

   株主資本合計 ─ 6,602,282 72.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

─ △20,016

 ２ 繰延ヘッジ損益 ─ 5,471

 ３ 為替換算調整勘定 ─ △18,049

   評価・換算差額等合計 ─ △32,594 △0.4

Ⅲ 新株予約権 ─ 25,010 0.3

Ⅳ 少数株主持分 ─ 9,588 0.1

   純資産合計 ─ 6,604,286 72.3

   負債純資産合計 ─ 9,127,681 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 5,018,952 100.0 5,143,056 100.0

Ⅱ 売上原価 ※４ 2,063,035 41.1 1,916,512 37.3

   売上総利益 2,955,916 58.9 3,226,544 62.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※４

2,891,494 57.6 2,993,817 58.2

   営業利益 64,421 1.3 232,726 4.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 18,083 41,021

 ２ 為替差益 6,857 ―

 ３ 保険配当金 3,062 3,504

 ４ 受取地代家賃 10,380 9,380

 ５ その他 5,244 43,627 0.8 21,745 75,651 1.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 14,594 20,245

 ２ 持分法による投資損失 97,830 84,675

 ３ 投資事業組合損益分配損 4,854 8,644

 ４ 為替差損 ― 9,135

 ５ 賃貸原価 8,045 7,363

 ６ その他 1,520 126,844 2.5 7,149 137,213 2.7

   経常利益又は 
   経常損失(△)

△18,795 △0.4 171,165 3.3

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 ― 4,021

 ２ 国庫補助金受入益 49,848 10,846

 ３ 持分変動益 120,898 21,815

 ４ 投資有価証券売却益 ― 36,326

 ５ その他 2,440 173,187 3.4 ― 73,011 1.4

Ⅶ 特別損失

 １ たな卸資産評価損 125,571 23,516

 ２ 固定資産除却損 ※２ 1,062 2,819

 ３ 固定資産売却損 ※３ ― 227

 ４ 投資有価証券売却損 57,950 ―

 ５ 固定資産圧縮損 28,604 1,131

 ６ ゴルフ会員権評価損 ※５ 20 213,208 4.2 ― 27,695 0.5

   税金等調整前当期純利益 
   又は税金等調整前当期純 
   損失(△)

△58,816 △1.2 216,481 4.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

16,627 23,776

   法人税等調整額 △8,066 8,561 0.1 82,713 106,489 2.1

   少数株主損失 △11,267 △0.2 △10,159 △0.2

   当期純利益又は 
   当期純損失(△)

△56,110 △1.1 120,151 2.3



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

   (資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,372,550

Ⅱ 資本剰余金期末残高 3,372,550

   (利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 928,498

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 連結子会社減少に 
   伴う剰余金増加高

83,730

 ２ 持分法適用会社減少に 
   伴う剰余金増加高

165,278 249,008

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 69,410

 ２ 連結子会社増加に伴う 
   剰余金減少高

776

 ３ 持分法適用会社増加に 
   伴う剰余金減少高

91,213

 ４ 当期純損失 56,110 217,511

Ⅳ 利益剰余金期末残高 959,996



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,228,600 3,372,550 959,996 △1,813 6,559,332

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 ─ ─ △69,410 ─ △69,410

 当期純利益 ─ ─ 120,151 ─ 120,151

 連結子会社増加に伴う 
 剰余金減少高

─ ─ △7,790 ─ △7,790

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

─ ─ 42,950 ─ 42,950

平成19年３月31日残高(千円) 2,228,600 3,372,550 1,002,946 △1,813 6,602,282

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 8,512 ─ △24,137 △15,625 ─ 4,168 6,547,875

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ ─ ─ △69,410

 当期純利益 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 120,151

 連結子会社増加に伴う 
 剰余金減少高

─ ─ ─ ─ ─ ─ △7,790

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△28,528 5,471 6,088 △16,969 25,010 5,419 13,460

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△28,528 5,471 6,088 △16,969 25,010 5,419 56,410

平成19年３月31日残高(千円) △20,016 5,471 △18,049 △32,594 25,010 9,588 6,604,286



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 
   (△税金等調整前当期純損失)

△58,816 216,481

   減価償却費 336,929 369,543

   のれん償却額 ― 4,507

   連結調整勘定償却額 4,507 ―

   固定資産圧縮損 28,604 1,131

   ゴルフ会員権評価損 20 ―

   投資事業組合からの損益分配損 4,854 8,644

   固定資産除却・売却損 1,062 3,046

   たな卸資産評価損 125,571 23,516

   貸倒引当金の増減額(△減少額) 4,092 △4,021

   新株予約権 ― 25,010

   受取利息及び配当金 △20,214 △46,184

   支払利息 14,594 20,245

   為替差益 △11,502 △3,707

   持分法による投資損失 97,830 84,675

   持分変動益 △120,898 △21,815

   投資有価証券売却損益(△売却益) 57,950 △36,326

   売上債権の増減額(△増加額) 107,947 △124,571

   たな卸資産の増加額 △30,005 △65,487

   その他流動資産の減少額 885 89,958

   仕入債務の増減額(△減少額) 125,824 △35,433

   未払金の増加額 51,459 38,730

   その他流動負債の増減額(△減少額) △17,219 18,823

   その他 △3,128 158

    小計 700,347 566,924

   利息及び配当金の受取額 21,052 46,770

   利息の支払額 △15,397 △20,550

   法人税等の支払額 △79,846 21,017

   営業活動によるキャッシュ・フロー 626,155 614,161



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △300,000 ―

   有形固定資産の取得による支出 △111,055 △88,397

   有形固定資産の売却による収入 ― 44

   無形固定資産の取得による支出 △25,142 △48,871

   投資有価証券の取得による支出 △400,391 △23,963

   投資有価証券の売却による収入 68,369 19,903

   投資事業組合からの分配による収入 ― 1,500

   少数株主からの株式の取得による 
   支出

― △6,252

   貸付による支出 △7,000 △30,900

   貸付金の回収による収入 12,212 30,353

   その他投資等の増加による支出 △852,582 △48,317

   その他投資等の減少による収入 9,476 4,512

   投資活動によるキャッシュ・フロー △1,606,114 △190,387

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 217,000 △135,000

   長期借入れによる収入 1,707,500 45,000

   長期借入金の返済による支出 △295,280 △493,640

   少数株主への株式の発行による収入 1,500 10,500

   配当金の支払額 △69,147 △69,126

   財務活動によるキャッシュ・フロー 1,561,572 △642,266

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 31,278 5,739

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (△減少額)

612,892 △212,752

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 971,516 1,517,538

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の 
  増加額

18,842 35,986

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の 
  減少額

△85,712 △32,384

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,517,538 1,308,388



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項
(イ)連結子会社の数……………９社
  連結子会社の名称
   MBL International Corporation
   株式会社サイクレックス
   株式会社抗体研究所
   エムビーエルベンチャーキャピタル株式会社
   NAKANE DIAGNOSTICS, INC.
   株式会社セファナス
   Amalgaam有限会社
   LifeScience Catalyst Partners,Inc.
   株式会社GEL-Design
  従来、連結子会社であったRhiGene Inc.は平成17年
４月１日にMBL Internationa1 Corporationに吸収合
併されたため連結の範囲から除外しました。ただし、
合併時までの損益は、連結損益計算書に含めておりま
す。

  また、連結子会社であった株式会社ゲノムサイエン
ス研究所は合併により持株比率が減少し関連会社とな
ったため、当連結会計年度より連結の範囲から除外
し、持分法適用会社としました。合併により名称をG
＆Gサイエンス株式会社に変更しております。

  なお、前連結会計年度において非連結子会社であっ
た株式会社GEL-Design(前連結会計年度は有限会社で
したが、株式会社に組織変更しております。)は重要
性が増したため、当連結会計年度より連結の範囲に含
めております。

１ 連結の範囲に関する事項
(イ)連結子会社の数……………９社
  連結子会社の名称
   MBL International Corporation
   株式会社サイクレックス
   株式会社抗体研究所
   エムビーエルベンチャーキャピタル株式会社
   NAKANE DIAGNOSTICS, INC.
   株式会社セファナス
   Amalgaam有限会社
   LifeScience Catalyst Partners,Inc.
   北京博尓邁生物技術有限公司
  前連結会計年度において非連結子会社であった北京
博尓邁生物技術有限公司は重要性が増加したため、当
連結会計年度より連結の範囲に含めております。 
 また、株式会社GEL-Designは第三者割当増資により
持分比率が低下したことにより、当中間連結会計期間
末より連結の範囲から除外しております。 
 なお、株式会社セファナスは平成18年12月31日付で
解散し、平成19年３月31日をもって清算結了しており
ます。 
 また、LifeScience Catalyst Partners,Inc.は平成
18年12月をもって清算結了しております。

(ロ)非連結子会社…２社 
  非連結子会社の名称 
   北京博尓邁生物技術有限公司 
   株式会社ACTGen

(ロ)非連結子会社…０社 
   前連結会計年度において非連結子会社であった 
  株式会社ACTGenは第三者割当増資により持分比率 
  が低下し、関係会社でなくなりました。 
   

(ハ)連結の範囲から除いた理由
  非連結子会社２社は、いずれも小規模会社であり、
合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)
及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結
財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま
す。

  

２ 持分法の適用に関する事項 
(イ)持分法を適用した非連結子会社数  …………０社

２ 持分法の適用に関する事項 
(イ)持分法を適用した非連結子会社数  …………０社

(ロ)持分法を適用した関連会社の数   …………４社
   会社名 プロテインウエーブ株式会社
       株式会社クロモリサーチ
       G＆Gサイエンス株式会社
       OMAb Pharma株式会社
  前連結会計年度において持分法非適用の関連会社で
あったOMAb Pharma株式会社は、重要性が増加したた
め当連結会計年度より持分法の適用範囲に含めており
ます。

(ロ)持分法を適用した関連会社の数   …………５社
   会社名 プロテインウエーブ株式会社
       株式会社クロモリサーチ
       G＆Gサイエンス株式会社
       イムナス・ファーマ株式会社（OMAb 
       Pharma株式会社より社名変更）
       株式会社GEL-Design
  前連結会計年度において連結子会社であった株式会
社GEL-Designは第三者割当増資により、持分比率が低
下したため、当中間連結会計期間末より持分法適用の
範囲に含めております。
 



  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(ハ)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名
称

  非連結子会社
   北京博尓邁生物技術有限公司 
   株式会社ACTGen
  関連会社
   株式会社バイオメッドコア 

株式会社プリベンテック
  前連結会計年度において関連会社であった株式会社
ギンコバイオメディカル研究所及び株式会社グライエ
ンスは、第三者割当増資に伴い持分比率が低下したこ
とにより、関連会社でなくなりました。

(ハ)持分法を適用しない関連会社の名称
  関連会社
   株式会社プリベンテック 
   株式会社グライエンス 
   ライフサイエンス投資事業組合 
   ライフサイエンス２号投資事業有限責任組合
  当連結会計年度より、「投資事業組合に対する支配
力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱
い」(企業会計基準委員会 実務対応報告第20号 平
成18年９月８日)を適用しております。これによりラ
イフサイエンス投資事業組合及びライフサイエンス２
号投資事業有限責任組合を関連会社に含めておりま
す。 
 また、前連結会計年度において、関連会社であった
株式会社バイオメッドコアは第三者割当増資により、
持分比率が低下し、関連会社でなくなりました。

  
(ニ)持分法を適用しない理由
  持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社
は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰
余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、
かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用か
ら除外しております。

(ニ)持分法を適用しない理由
  持分法を適用していない関連会社２社及び２組合
は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰
余金(持分に見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、
かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用か
ら除外しております。

(ホ)持分法の適用の手続きについて特に記載する必要が
あると認められる事項

  持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社につい
ては、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用して
おります。

(ホ)持分法の適用の手続きについて特に記載する必要が
あると認められる事項

同左

３ 連結子会社の事業年度に関する事項

  すべての連結子会社の決算日は12月31日でありま

す。

  連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

３ 連結子会社の事業年度に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  (イ)有価証券

   ａ 満期保有目的の債券

      償却原価法(定額法)

   ｂ その他有価証券

      時価のあるもの…連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法

              (評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

      時価のないもの…移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  (イ)有価証券

   ａ 満期保有目的の債券

同左

   ｂ その他有価証券

      時価のあるもの…連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法

              (評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定)

      時価のないもの…同左

  (ロ)デリバティブ 

     時価法

  (ロ)デリバティブ

同左

  (ハ)たな卸資産 

    商品・製品・原材料・仕掛品及び貯蔵品… 

     総平均法による原価法

  (ハ)たな卸資産

同左



  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  (イ)有形固定資産

     定率法

     ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)については、定額法

によっております。

     なお、耐用年数及び残存価額については法人

税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。

     在外連結子会社は、主に定額法によっており

ます。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  (イ)有形固定資産

     当社及び国内連結子会社は定率法

     ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)については、定額法 

在外連結子会社は主として定額法

     なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物    ７年～50年 

 機械装置及び運搬具  ４年～８年

     

  (ロ)無形固定資産

     定額法

     なお自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。

  (ロ)無形固定資産

同左

  (ハ)長期前払費用

     均等償却

  (ハ)長期前払費用

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

    貸倒引当金

     売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

    貸倒引当金

同左

 (4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

   なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用

は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は少数株主持分及び資本の部における為

替換算調整勘定に含めております。

 (4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

   なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用

は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定

及び少数株主持分に含めております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左



  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理を採用しております。

    ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップ

については特例処理を採用しております。

    また、為替変動リスクのヘッジについて振当処

理の要件を満たしている場合には、振当処理を

しております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    (ヘッジ手段)   (ヘッジ対象)

    金利スワップ   借入金の利息

    クーポンスワップ 外貨建債務

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ③ ヘッジ方針

    当社グループのデリバディブに対する方針は、

借入金の金利変動リスクを回避するため、また

外貨建による輸入実績を踏まえた上で、必要な

範囲内で「組織規程」及び「経理規程」並びに

「職務権限規程」の定めに従い、リスクヘッジ

をしております。

  ③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

    主として半期毎に内部規定により、ヘッジの有

効性の事前及び事後テストを実施し有効性の確

認を実施しております。ただし、特例処理によ

っている金利スワップについては、有効性の評

価を省略しております。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (7) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

    消費税等の会計処理

    税抜方式を採用しております。

 (7) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

    消費税等の会計処理 

        同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定は、５年で均等償却しております。

        ――――――――― 

 

――――――――― 

 

７ のれん及び負ののれんの償却に関する事項   

のれんは、５年間で均等償却しております。

８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に

基づいて作成しております。

―――――――――

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっております。

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



会計処理の変更 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

―――――――――

――――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は6,564,216千

円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結財務諸表は、連結

財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則

により作成しております。

――――――――― (ストック・オプション等に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関

する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用しております。 

 これにより株式報酬費用25,010千円が費用として計上

され、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、それぞれ25,010千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。



表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――――― (連結貸借対照表) 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度より「のれん」と

表示しております。

(連結損益計算書) 

 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「受取地代家賃」は、当連結会計年

度において、営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め区分掲記しました。なお、前連結会計年度の「受取地

代家賃」は1,200千円であります。 

 また、前連結会計年度まで特別利益の「その他」に含

めて表示しておりました「持分変動益」は、当連結会計

年度において、特別利益の総額の100分の10を超えたた

め区分掲記しました。なお、前連結会計年度の「持分変

動益」は1,256千円であります。

―――――――――

――――――――― (連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度より「のれ

ん償却額」と表示しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式)
183,921千円

その他(出資金) 34,560

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式)
121,072千円

その他（出資金） 55,130

 

※２ 国庫補助金の受入れにより取得価額より控除した

固定資産の圧縮記帳累計額

機械装置及び運搬具 152,135千円

その他(工具器具及び備品) 8,448

合計 160,583

   当連結会計年度において、国庫補助金の受入れに

より取得価額から控除した固定資産の圧縮記帳額

は28,604千円であり、その内訳は機械及び装置

24,603千円、その他(工具器具及び備品)4,000千

円であります。

―――――――――

 

※２ 国庫補助金の受入れにより取得価額より控除した

固定資産の圧縮記帳累計額

機械装置及び運搬具 152,135千円

その他(工具器具及び備品) 9,579

合計 161,715

   当連結会計年度において、国庫補助金の受入れに

より取得価額から控除した固定資産の圧縮記帳額

は1,131千円であり、その内訳は工具器具及び備

品1,131千円であります。 

 

※３ 連結会計年度末日満期手形

   連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日

であったため、次の連結会計年度末日満期手形が

連結会計年度末残高に含まれております。 

 受取手形            68,295千円

 ４ 保証債務

   連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に

対して、次のとおり債務保証を行っております。

株式会社 
ギンコバイオ 
メディカル研究所

40,000千円

G＆Gサイエンス株式会社 230,000千円

 ４ 保証債務

   連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に

対して、次のとおり債務保証を行っております。

G＆Gサイエンス株式会社 230,000千円

 

※５ 自己株式の保有数

   連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る連結財務諸表提出会社の株式の数は、以下のと

おりであります。

普通株式 2,260株

      なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

17,355,000株であります。

―――――――――

 ６ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため日本生

命保険相互会社とコミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当連結会計年

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 400,000千円

借入実行残高 ―

 差引額 400,000

 ６ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため日本生

命保険相互会社とコミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当連結会計年

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 400,000千円

借入実行残高 ―

差引額 400,000



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

給料 807,716千円

研究開発費 1,113,062千円

貸倒引当金繰入 4,092千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

給料 790,420千円

研究開発費 1,050,057千円

※２ 固定資産除却損の内訳は下記のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 1,030千円

その他(工具器具及び備品) 32

計 1,062

※２ 固定資産除却損の内訳は下記のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 2,788千円

その他(工具器具及び備品) 30

計 2,819

――――――――― 
 
 
 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,113,062千円であります。

 

※３ 固定資産売却損の内訳は下記のとおりでありま

す。

その他(工具器具及び備品) 227千円

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,050,057千円であります。

※５ ゴルフ会員権評価損の内訳

ゴルフ会員権評価損 20千円

―――――――――



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
  

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 17,355,000 － － 17,355,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,260 － － 2,260

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社
ストックオプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 25,010

合計 ― ― ― ― 25,010

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月27日 
定時株主総会

普通株式 69,410 4 平成18年３月31日 平成18年６月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 69,410 4 平成19年３月31日 平成19年６月27日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,497,559千円

有価証券勘定 19,979

現金及び現金同等物 1,517,538
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,285,717千円

有価証券勘定 22,671

現金及び現金同等物 1,308,388

 ２ 重要な非資金取引の内容

    該当事項はありません。

 ２ 重要な非資金取引の内容

    該当事項はありません。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

  (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

  (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

 

その他 
(千円)

取得価額 
相当額

219,388

減価償却 
累計額相当額

106,622

期末残高 
相当額

112,766

(注) 「その他」は工具器具及び備品並びにソフトウェ

アであります。

 

その他 
(千円)

取得価額
相当額

297,145

減価償却
累計額相当額

118,998

期末残高
相当額

178,147

(注) 「その他」は工具器具及び備品並びにソフトウェ

アであります。

  (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 39,778千円

１年超 77,681

合計 117,460

  (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 53,854千円

１年超 130,070

合計 183,925

  (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 51,404千円

減価償却費相当額 45,738

支払利息相当額 6,424

  (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 58,595千円

減価償却費相当額 51,564

支払利息相当額 8,114

  (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

    減価償却費相当額の算定方法

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

    利息相当額の算定方法

     リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。

  (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

    減価償却費相当額の算定方法

同左

    利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

種類
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

時価が連結貸借対照
表計上額を超えない
もの

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 101,748 101,320 △428

(3) その他 ― ― ―

合計 101,748 101,320 △428

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

(1) 株式 122,833 181,054 58,221

(2) 債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 79,720 79,976 255

小計 202,553 261,030 58,476

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

(1) 株式 383,203 364,157 △19,046

(2) 債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 199,852 188,154 △11,698

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 52,122 41,064 △11,057

小計 635,177 593,375 △41,801

合計 837,731 854,406 16,674

売却額(千円) 売却益の合計(千円) 売却損の合計(千円)

303,214 2,440 57,950

連結貸借対照表計上額(千円) 備考

その他有価証券

  マネー・マネジメント・ファンド 73

  投資事業有限責任組合及び 
  それに類する組合への出資

52,591

  非上場株式 517,705

合計 570,369



５ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分
１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

(1) 債券

 ①国債・地方債等 ― ― ― ―

 ②社債 ― 100,000 ― ―

 ③その他 ― ― ― ―

(2) その他 ― 10,065 ― ―

合計 ― 110,065 ― ―



当連結会計年度(平成19年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

種類
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額 
(千円)

時価が連結貸借対照
表計上額を超えない
もの

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 101,247 101,070 △177

(3) その他 ― ― ―

合計 101,247 101,070 △177

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

(1) 株式 54,927 59,855 4,928

(2) 債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 82,116 82,527 411

小計 137,043 142,383 5,339

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

(1) 株式 383,203 365,955 △17,248

(2) 債券

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 199,852 191,371 △8,481

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 52,122 41,730 △10,392

小計 635,177 599,056 △36,121

合計 772,221 741,439 △30,781

売却額(千円) 売却益の合計(千円) 売却損の合計(千円)

104,903 36,326 ―

連結貸借対照表計上額(千円) 備考

その他有価証券

  マネー・マネジメント・ファンド 249

  投資事業有限責任組合及び 
  それに類する組合への出資

54,188

  非上場株式 543,205

合計 597,642



５ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分
１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

(1) 債券

 ①国債・地方債等 ― ― ― ―

 ②社債 ― 100,000 ― ―

 ③その他 ― ― ― ―

(2) その他 10,091 ― ― ―

合計 10,091 100,000 ― ―



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引及びクーポンスワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用

しておりますので注記の対象から除いております。 

  

当連結会計年度末(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引及びクーポンスワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用

しておりますので注記の対象から除いております。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 取引の内容

  当社グループは、金利スワップ及びクーポンス

ワップ取引を利用しております。

１ 取引の内容

同左

２ 取引に対する取組方針

  当社グループは、借入金の金利変動リスクを回

避するため、また外貨建による輸入実績等を踏ま

えた上で、必要な範囲内でデリバティブ取引を利

用することとし、投機的な取引は行わない方針で

あります。

２ 取引に対する取組方針

同左

３ 取引の利用目的

  当社グループは主として、商品輸入による外貨

建債務に係る為替レートの変動によるリスクをヘ

ッジする目的及び借入金の金利変動リスクを回避

する目的でデリバティブ取引を利用しておりま

す。

  なお、当社グループが利用しているデリバティ

ブ取引には、投機目的のものはありません。

３ 取引の利用目的

同左

４ 取引に係るリスクの内容

  当社グループが利用しているスワップ取引は、

為替相場の変動によるリスクや市場金利の変動に

よるリスクを有しております。

  なお、当社グループのデリバティブ取引の契約

先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手方の契約不履行によるリスクは、ほとん

どないと認識しております。

４ 取引に係るリスクの内容

同左

５ 取引に係るリスク管理体制

  当社グループのデリバティブ取引の実行及び管

理は「組織規程」及び「経理規程」に従って運営

されております。

  また、「職務権限規程」に取引権限の限度及び

限度額が明示されており、多額の取引について

は、取締役会の専決事項となっております。上記

規程に基づいて厳格に運営を行っております。

５ 取引に係るリスク管理体制

同左



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  
  

  



(ストック・オプション等関係) 

  
当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 １ 当該連結会計年度における費用計上額及び科目名 

売上原価           5,063千円 
販売費及び一般管理費 19,946千円 

  

 ２ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

    (1) ストック・オプションの内容 

 
(注)１ 権利行使時において、当社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要す。ただし、当社の取締役

会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。 

２ 権利行使時において、当社の取締役の地位にあることを要す。ただし、当社の取締役会が正当な理由

があると認めた場合はこの限りではない。 

３ 権利者は、権利行使期間であっても、発行会社の普通株式にかかる株券が日本国内外の証券取引所に

上場される日までは、本新株予約権は行使できない。また、権利者が、発行会社、発行会社の子会社

（将来の子会社を含むものとする。）の役員（監査役を含む）または従業員のいずれの地位をも喪失し

た場合は、権利者が有する未行使の新株予約権全部について本新株予約権の権利を放棄したものとみな

す。なお、発行会社の取締役会において、本新株予約権の継続所有を特に認めた場合は、この限りでは

ない。 

  

会社名 提出会社 提出会社 株式会社サイクレックス

新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第１回新株予約権

決議年月日 平成18年６月27日 平成18年６月27日 平成16年３月30日

付与対象者の区分及び人

数（名）

当社取締役   7 

当社従業員 101
当社取締役   7

株式会社サイクレックス 

  取締役   2 

株式会社サイクレックス 

  従業員   4

株式の種類及び付与数

（株）
普通株式  169,000 普通株式  376,000

株式会社サイクレックス 

普通株式     100

付与日 平成18年７月28日 平成18年７月28日 平成17年２月４日

権利確定条件

付与日(平成18年７月28

日）から権利確定日（平

成20年６月30日）まで継

続して勤務しているこ

と。

無し

付与日（平成17年２月４

日）から権利確定日（平

成18年３月30日）まで、

発行会社及びその子会社

の取締役、監査役もしく

は従業員の身分であるこ

と。

対象勤務期間
平成18年７月28日 

～平成20年６月30日
無し

平成17年２月４日 

～平成18年３月30日

権利行使期間

平成20年７月１日 

～平成23年６月30日 

(注)１

平成18年７月29日 

～平成23年６月30日 

(注)２

平成18年３月31日 

～平成26年３月30日 

(注)３



    (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

     ①ストック・オプションの数 

 
(注) 発行会社の決算日は平成18年12月31日であり、連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財務諸表

を使用しております。これにより、発行会社の第１回新株予約権の権利確定日である平成18年３月30日は

当連結会計年度に含まれるため、この新株予約権は当連結会計年度中に権利確定したことになります。 

  

     ②単価情報 

 
  

会社名 提出会社 提出会社 株式会社サイクレックス

新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第１回新株予約権

決議年月日 平成18年６月27日 平成18年６月27日 平成16年３月30日

権利確定前

 期首（株） － － 100 (注)

 付与（株） 169,000 376,000 －

 失効（株） 4,000 － －

 権利確定（株） － 376,000 100 (注)

 未確定残（株） 165,000 － －

権利確定後

 期首（株） － － －

 権利確定（株） － 376,000 100

 権利行使（株） － － －

 失効（株） － － －

 未行使残（株） － 376,000 100

会社名 提出会社 提出会社 株式会社サイクレックス

新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第１回新株予約権

決議年月日 平成18年６月27日 平成18年６月27日 平成16年３月30日

権利行使価格（円） 636 1,000 50,000

行使時平均株価（円） － － －

付与日における公正な評
価単価（円）

191 38 －



 ３ 当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 (1) 使用した算定技法 

     提出会社の第2回新株予約権及び第3回新株予約権ともに、ブラック・ショールズ式 

 (2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法 

 
※1 平成15年2月24日の週から平成18年7月24日の週までの株価実績に基づき、週次で算定した。 

※2 平成16年2月9日の週から平成18年7月24日の週までの株価実績に基づき、週次で算定した。 

※3 過去にストック・オプションの権利行使実績が無く、予想残存期間を合理的に見積もることは困難で 

   あるため、権利行使期間の中間点において権利行使されるものと推定して見積もっている。 

※4 平成18年3月期の実績配当である。 

※5 予想残存期間に対応する期間の国債利回りである。 

  

 ４ ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

提出会社の第2回新株予約権 

 当該新株予約権の付与対象者と同等の職位の者が、平成16年7月28日から平成18年6月30日の間に

自己都合で退職した実績に基づき、対象勤務期間中に9,000株分の新株予約権が失効し、160,000株

分の新株予約権の権利が確定するものと見積もった。 

  

提出会社の第3回新株予約権 

 付与した新株予約権376,000株分について、付与日の翌日に全て権利確定した。 

会社名 提出会社 提出会社

新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

株価変動性 53.2％（※1） 37.5％（※2）

予想残存期間（※3） 3年5ヶ月 2年6ヶ月

予想配当（※4） 4円/株 4円/株

無リスク利子率（※5） 1.11％ 0.91％



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  資産の未実現利益 3,354千円

  有価証券評価損否認額 18,766

  繰越欠損金 178,879

  その他有価証券評価差額金 1,009

  その他 22,243

  繰延税金資産合計 224,253

  繰延税金負債との相殺 △7,697

  繰延税金資産の純額 216,555

繰延税金負債

  未収事業税 △1,061

  その他有価証券評価差額金 △6,636

  繰延税金負債合計 △7,697

  繰延税金資産との相殺 7,697

  繰延税金負債の純額 ―  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 有価証券評価損否認額 11,311千円

 繰越欠損金 206,326

 貸倒引当金 4,376

 未払事業税
 その他有価証券評価差額金

4,344
15,497

 その他 16,089

 繰延税金資産小計 257,944

 評価性引当額 △102,977

 繰延税金資産合計 154,967

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金
  為替予約

△2,263 
△3,617

 繰延税金負債合計 △5,880

 繰延税金資産の純額 149,086

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

   当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失とな

ったため、記載しておりません。

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率

 (調整)

39.8％

 交際費等永久に損金に算入されな

い項目
1.0％

 住民税均等割等

 新株予約権(税制適格)

 スケジューリング不能差異

5.4％

2.0％

5.8％

 未実現為替差益 △1.9％

 その他 △2.9％

 税効果会計適用後の法人税等の負

担率
49.2％

   



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、消却又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 資産のうち、消却又は全社の項目に含めた全社資産はありません。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。 

  

臨床検査薬及び 
基礎研究用 
試薬周辺事業 

(千円)

投資関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 4,953,275 65,677 5,018,952 ― 5,018,952

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,400 ― 2,400 (2,400) ―

計 4,955,675 65,677 5,021,352 (2,400) 5,018,952

営業費用 4,889,376 67,554 4,956,930 (2,400) 4,954,530

営業利益又は営業損失(△) 66,298 △1,877 64,421 ― 64,421

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 9,448,963 208,163 9,657,127 (20,052) 9,637,074

減価償却費 335,672 1,256 336,929 ― 336,929

資本的支出 674,672 2,140 676,812 ― 676,812

事業区分 主要役務又は製品

臨床検査薬及び基礎研究用 
試薬周辺事業

基礎研究用試薬、自己免疫疾患検査試薬、その他臨床検査
試薬及び機器・器具、細胞診解析関連

投資関連事業 バイオ関連企業への投資事業



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

 
３ 営業費用のうち、消却又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 資産のうち、消却又は全社の項目に含めた全社資産はありません。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。 

６ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度よ

り、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「スト

ック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用

は、「臨床検査薬及び基礎研究用試薬周辺事業」で、25,010千円増加し、営業利益が同額減少しておりま

す。 

  

臨床検査薬及び 
基礎研究用 
試薬周辺事業 

(千円)

投資関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 5,086,217 56,839 5,143,056 ― 5,143,056

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

600 ― 600 (600) ―

計 5,086,817 56,839 5,143,656 (600) 5,143,056

営業費用 4,880,232 30,697 4,910,930 (600) 4,910,330

営業利益又は営業損失(△) 206,584 26,141 232,726 ― 232,726

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 8,907,647 220,036 9,127,684 (3) 9,127,681

減価償却費 368,563 979 369,543 ― 369,543

資本的支出 275,264 ― 275,264 ― 275,264

事業区分 主要役務又は製品

臨床検査薬及び基礎研究用 
試薬周辺事業

基礎研究用試薬、自己免疫疾患検査試薬、その他臨床検査
試薬及び機器・器具、細胞診解析関連

投資関連事業 バイオ関連企業への投資事業



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「日本」の割合が、いず

れも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載は省略しております。 

  

  当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) １ 地域は、地理的近接度により区分しています。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

 (1) 北米……アメリカ、カナダ 

 (2) その他…ヨーロッパ、アジア 他 

３ 営業費用のうち、消却又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４ 資産のうち、消却又は全社の項目に含めた全社資産はありません。 

５ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度よ

り、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「スト

ック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用

は、「日本」で、25,010千円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

  

日本 
(千円)

北米
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 4,505,880 630,944 6,231 5,143,056 ― 5,143,056

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

262,601 18,515 2,428 283,545 （283,545） ―

計 4,768,481 649,460 8,660 5,426,602 （283,545） 5,143,056

営業費用 4,609,505 553,249 31,120 5,193,875 （283,545） 4,910,330

営業利益又は営業損失(△) 158,975 96,210 △22,459 232,726 ― 232,726

Ⅱ 資産 8,817,063 805,152 38,802 9,661,019 （533,337） 9,127,681



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 地域は、地理的近接度により区分しています。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

 (1) 北米……アメリカ、カナダ 

 (2) その他…ヨーロッパ、アジア 他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 地域は、地理的近接度により区分しています。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

 (1) 北米……アメリカ、カナダ 

 (2) その他…ヨーロッパ、アジア 他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 315,083 183,554 498,637

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 5,018,952

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

6.3 3.6 9.9

北米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 462,841 227,689 690,530

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 5,143,056

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

9.0 4.4 13.4



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

（1）子会社等 

 
 (注)1.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

   2.取引条件及び取引条件の決定に関しては、一般的な取引条件を勘案し、協議の上決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

（1）子会社等 

 
 (注)1.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

   2.取引条件及び取引条件の決定に関しては、一般的な取引条件を勘案し、協議の上決定しております。 

  

属性
会社等の 

名称
住所

資本金又

は出資金

(千円)

事業の 

内容又 

は職業

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の兼

任等

事業上の 

関係

関連会社

G&G 

サイエンス 

株式会社

福島県 

福島市
200,000 製造業

(所有) 

直接43.7％
兼任2名

事務所土地

建物の賃貸
事務所賃貸 9,180 ─ ─

債務の保証
債務保証(金

融機関)
230,000 ─ ─

属性
会社等の 

名称
住所

資本金又

は出資金

(千円)

事業の 

内容又 

は職業

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の兼

任等

事業上の 

関係

関連会社

G&G 

サイエンス 

株式会社

福島県 

福島市
200,000 製造業

(所有) 

直接43.7％
兼任2名

事務所土地

建物の賃貸
事務所賃貸 9,180 ─ ─

債務の保証
債務保証(金

融機関)
230,000 ─ ─



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失(△) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 377.10円

１株当たり当期純損失 3.23円

１株当たり純資産額 378.60円

１株当たり当期純利益 6.92円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また希薄化効果を有

している潜在株式が存在していないため記載しておりま

せん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在していない

ため記載しておりません。

項目 前連結会計年度 当連結会計年度

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） ― 6,604,286

普通株式に係る純資産額(千円) ― 6,569,688

差額の主な内訳(千円）

 新株予約権 
 少数株主持分

―
―

25,010
9,588

普通株式の発行済株式数（株） ― 17,355,000

普通株式の自己株式数（株） ― 2,260

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) ― 17,352,740

項目 前連結会計年度 当連結会計年度

連結損益計算書上の当期純利益又は 
当期純損失(△)(千円)

△56,110 120,151

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

(うち利益処分による役員賞与金(千円)) (―) (―)

普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失(△)(千円)

△56,110 120,151

普通株式の期中平均株式数(株) 17,352,740 17,352,740

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要
 

新株予約権

潜在株式の数 241,000株
 

新株予約権

潜在株式の数 541,000株



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 602,261 467,100 0.994 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 494,780 490,000 0.955 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,474,940 980,000 0.836
平成20年10月30日～
平成23年１月20日

合計 2,571,981 1,937,100 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

長期借入金 425,000 340,000 215,000 ─



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,233,687 1,016,655

 ２ 受取手形 ※４ 434,292 386,185

 ３ 売掛金 ※３ 1,121,274 1,355,461

 ４ 有価証券 19,979 22,671

 ５ 商品 301,711 299,992

 ６ 製品 301,128 346,564

 ７ 原材料 217,613 254,109

 ８ 仕掛品 749,307 713,438

 ９ 貯蔵品 32,163 33,527

 10 前渡金 945 3,140

 11 前払費用 42,443 3,403

 12 繰延税金資産 144,528 128,355

 13 未収入金 ※３ 80,215 72,939

 14 その他 ※３ 90,930 23,150

   貸倒引当金 △44,949 △10,542

   流動資産合計 4,725,270 47.9 4,649,051 49.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 1,573,053 1,578,460

    減価償却累計額 874,485 698,568 925,957 652,503

  ２ 構築物 56,345 59,045

    減価償却累計額 41,365 14,979 43,539 15,506

  ３ 機械及び装置 ※２ 971,682 1,010,572

    減価償却累計額 765,105 206,576 812,074 198,498

  ４ 車両及び運搬具 363 363

    減価償却累計額 344 18 344 18

  ５ 工具器具及び備品 ※２ 253,947 258,438

    減価償却累計額 206,084 47,862 220,553 37,885

  ６ 土地 44,537 44,537

   有形固定資産合計 1,012,543 10.3 948,949 10.1

 (2) 無形固定資産

  １ 特許権 4,520 14,713

  ２ 借地権 3,770 3,770

  ３ ソフトウェア 69,950 81,426

  ４ 電話加入権 5,603 5,603

   無形固定資産合計 83,845 0.8 105,514 1.1



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 1,482,905 1,390,827

  ２ 関係会社株式 992,012 998,484

  ３ 出資金 10 10

  ４ 関係会社出資金 36,030 40,812

  ５ 従業員長期貸付金 30,319 31,865

  ６ 関係会社長期貸付金 528,615 416,736

  ７ 長期前払費用 418,602 379,512

  ８ 繰延税金資産 90,886 14,374

  ９ 差入保証金 58,863 58,194

  10 保険積立金 97,774 100,207

  11 会員権 1,800 1,800

  12 繰延ヘッジ損失 9,724 ―

  13 デリバティブ債権 ― 9,088

  14 長期性預金 300,000 300,000

   貸倒引当金 △4,825 △3,638

   投資その他の資産合計 4,042,717 41.0 3,738,275 39.6

   固定資産合計 5,139,107 52.1 4,792,739 50.8

   資産合計 9,864,377 100.0 9,441,791 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※３ 229,595 218,430

 ２ 短期借入金 402,100 347,100

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

470,000 490,000

 ４ 未払金 ※３ 174,941 232,659

 ５ 未払費用 1,604 1,613

 ６ 未払法人税等 7,022 22,396

 ７ 未払消費税等 ― 21,052

 ８ 前受金 7,778 6,138

 ９ 預り金 39,375 33,060

 10 その他 4 ―

   流動負債合計 1,332,422 13.5 1,372,451 14.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 1,470,000 980,000

 ２ デリバティブ債務 9,724 ―

   固定負債合計 1,479,724 15.0 980,000 10.4

   負債合計 2,812,147 28.5 2,352,451 24.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 2,228,600 22.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 3,372,550 ―

   資本剰余金合計 3,372,550 34.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 (1) 利益準備金 106,400 ―

 (2) 任意積立金

    別途積立金 1,335,000 ―

 (3) 当期未処分利益 1,455 ―

   利益剰余金合計 1,442,855 14.6 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 10,038 0.1 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※１ △1,813 △0.0 ― ―

   資本合計 7,052,230 71.5 ― ―

   負債・資本合計 9,864,377 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 2,228,600

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 3,372,550

    資本剰余金合計 ― ― 3,372,550

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 106,400

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 1,165,000

    繰越利益剰余金 ― 206,652

    利益剰余金合計 ― ― 1,478,052

 ４ 自己株式 ― ― △1,813

   株主資本合計 ― ― 7,077,388 74.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― △18,530

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 5,471

   評価・換算差額等合計 ― ― △13,059 △0.1

Ⅲ 新株予約権 ― ― 25,010 0.3

   純資産合計 ― ― 7,089,339 75.1

   負債純資産合計 ― ― 9,441,791 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 3,039,434 3,234,344

 ２ 商品売上高 1,243,044 1,203,226

 ３ その他売上高 ※１ 293,890 4,576,368 100.0 183,068 4,620,639 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品売上原価

  (1) 製品期首たな卸高 340,252 301,128

  (2) 当期製品製造原価
※３ 
※２

1,068,202 1,111,162

合計 1,408,455 1,412,290

  (3) 他勘定振替高 ※２ 43,341 40,950

  (4) 製品期末たな卸高 301,128 346,564

  1,063,985 1,024,775

 ２ 商品売上原価

  (1) 商品期首たな卸高 264,109 301,711

  (2) 当期商品仕入高 966,212 820,673

合計 1,230,321 1,122,385

  (3) 他勘定振替高 ※２ 65,287 36,955

  (4) 商品期末たな卸高 301,711 299,992

863,323 785,437

 ３ その他売上原価 41,422 1,968,731 43.0 41,867 1,852,080 40.1

   売上総利益 2,607,636 57.0 2,768,558 59.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 35,251 44,185

 ２ 販売促進費 39,835 45,746

 ３ 試供品費 ※２ 51,451 64,432

 ４ 貸倒引当金繰入 11,749 ―

 ５ 役員報酬 125,286 146,781

 ６ 給料手当 519,389 493,923

 ７ 福利厚生費 89,579 85,674

 ８ 旅費交通費 94,505 105,536

 ９ 賃借料 90,585 93,581

 10 減価償却費 120,569 130,950

 11 研究開発費 ※３ 988,521 936,252

 12 その他 349,311 2,516,035 55.0 435,868 2,582,932 55.9

   営業利益 91,601 2.0 185,626 4.0



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 8,582 20,553

 ２ 有価証券利息 8,451 21,392

 ３ 賃貸収入 ※４ 12,530 10,580

 ４ 為替差益 8,768 ―

 ５ その他 6,295 44,628 1.0 13,711 66,236 1.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 13,592 17,837

 ２ 賃貸原価 8,045 7,363

 ３ 為替差損 ― 18,010

 ４ その他 1,803 23,441 0.5 2,384 45,596 0.9

   経常利益 112,788 2.5 206,267 4.5

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 3,459 5,244

 ２ 国庫補助金受入益 33,405 1,317

 ３ 投資有価証券売却益 ― 36,326

 ４ その他 2,440 39,304 0.9 ― 42,888 0.9

Ⅶ 特別損失

 １ たな卸資産評価損 ※２ 125,571 23,516

 ２ 固定資産除却損 ※５ 1,062 1,212

 ３ 固定資産圧縮損 28,604 1,131

 ４ 投資有価証券売却損 57,950 ―

 ５ 関係会社株式評価損 52,620 ―

 ６ 貸倒引当金繰入額 33,795 ―

 ７ ゴルフ会員権評価損 ※６ 20 299,624 6.6 ― 25,860 0.6

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失(△)

△147,531 △3.2 223,295 4.8

   法人税、住民税及び 
   事業税

10,732 10,732

   法人税等調整額 △56,346 △45,614 △1.0 107,955 118,687 2.5

   当期純利益又は 
   当期純損失(△)

△101,917 △2.2 104,608 2.3

   前期繰越利益 103,373 ―

   当期未処分利益 1,455 ―



製造原価明細書 

  

   

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 原材料費 382,521 36.5 448,047 40.0

Ⅱ 労務費 356,736 34.1 333,682 29.8

Ⅲ 経費 ※１ 307,962 29.4 337,685 30.2

  当期総製造費用 1,047,220 100.0 1,119,415 100.0

  仕掛品期首たな卸高 838,683 749,307

合計 1,885,903 1,868,722

  他勘定振替高 ※２ 68,393 44,121

  仕掛品期末たな卸高 749,307 713,438

  当期製品製造原価 1,068,202 1,111,162

 

(注)※１ 主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度
(千円)

特許使用料 131,337

消耗品費 62,194

減価償却費 57,781

(注)※１ 主な内訳は次のとおりであります。

項目
当事業年度 
(千円)

特許使用料 145,235

消耗品費 66,018

減価償却費 52,813

 

  ※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりでありま

す。

項目
前事業年度
(千円)

たな卸資産評価損 68,393

 計 68,393

  ※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりでありま

す。

項目
当事業年度 
(千円)

たな卸資産評価損 

商品原価振替高

23,516 

20,605

 計 44,121

 (原価計算の方法)

  当社の原価計算は、工程別製品別総合原価計算を採

用しております。

 (原価計算の方法)

同左



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

  

前事業年度
(平成18年６月27日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,455

Ⅱ 任意積立金取崩額

   別途積立金取崩額 170,000 170,000

      計 171,455

Ⅲ 利益処分額

   配当金 69,410 69,410

Ⅳ 次期繰越利益 102,044



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

   

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,228,600 3,372,550 3,372,550

事業年度中の変動額

 別途積立金の取崩し ― ― ―

 剰余金の配当 ― ― ―

 当期純利益 ― ― ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 2,228,600 3,372,550 3,372,550

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 106,400 1,335,000 1,455 1,442,855 △1,813 7,042,191

事業年度中の変動額

 別途積立金の取崩し ― △170,000 170,000 ― ― ―

 剰余金の配当 ― ― △69,410 △69,410 ― △69,410

 当期純利益 ― 104,608 104,608 ― 104,608

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― △170,000 205,197 35,197 ― 35,197

平成19年３月31日残高(千円) 106,400 1,165,000 206,652 1,478,052 △1,813 7,077,388

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 10,038 ― 10,038 ― 7,052,230

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― ― ―

 別途積立金の取崩し ― ― ― ― ―

 剰余金の配当 ― ― ― ― △69,410

 当期純利益 ― ― ― ― 104,608

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△28,568 5,471 △23,097 25,010 1,912

事業年度中の変動額合計(千円) △28,568 5,471 △23,097 25,010 37,109

平成19年３月31日残高(千円) △18,530 5,471 △13,059 25,010 7,089,339



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法)

(1) 満期保有目的の債券

同左

(2) 子会社及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

(2) 子会社及び関連会社株式

同左

(3) その他有価証券

  時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

  時価のないもの

  移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

  時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

  時価のないもの

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ 

 時価法

デリバティブ

同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品・製品・原材料・仕掛品及び貯蔵

品 

 総平均法による原価法

商品・製品・原材料・仕掛品及び貯蔵

品

同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によっておりま

す。

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

(1) 有形固定資産

  定率法

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によっておりま

す。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

 建物及び構築物    ７年～50年 

 機械装置及び運搬具 ４年～８年 

 

(2) 無形固定資産

  定額法

  なお自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  均等償却

(3) 長期前払費用

同左

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

貸倒引当金

同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。ただし、特例処理の要件を満た

す金利スワップについては特例処理

を採用しております。

  また、為替変動リスクのヘッジに

ついて振当処理の要件を満たしてい

る場合には、振当処理をしておりま

す。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  (ヘッジ手段)   (ヘッジ対象)

  金利スワップ   借入金の利息

  クーポンスワップ 外貨建債務

(3) ヘッジ方針

  当社のデリバティブに対する方針

は、借入金の金利変動リスクを回避

するため、また外貨建による輸入実

績を踏まえた上で、必要な範囲内で

「組織規程」及び「経理規程」並び

に「職務権限規程」の定めに従い、

リスクヘッジをしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  主として半期毎に内部規定によ

り、ヘッジの有効性の事前及び事後

テストを実施し有用性の確認を実施

しております。ただし特例処理によ

っている金利スワップについては、

有効性の評価を省略しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  (ヘッジ手段)   (ヘッジ対象)

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理方法

同左



会計処理の変更 

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

         ――――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

         ――――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日)を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は7,058,858千

円であります。 

 なお、当事業年度における財務諸表は、財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成し

ております。

        ――――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ストック・オプション等に関する会計基準) 

 当事業年度より、「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31

日）を適用しております。 

 これにより株式報酬費用25,010千円が費用として計上

され、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、そ

れぞれ25,010千円減少しております。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――――― (損益計算書) 

 前事業年度において特別利益の「その他」として表示

しておりました「投資有価証券売却益」は、特別利益の

100分の10超となったため、当事業年度より区分掲記す

ることに変更しました。なお、前事業年度の「投資有価

証券売却益」は2,440千円であります。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１ 会社が発行する株式の 
総数

普通株式 60,000,000株

発行済株式の総数 普通株式 17,355,000株

当社が保有する 
自己株式の数

普通株式    2,260株

――――――――― 
 

※２

 

 国庫補助金の受入れにより取得価額より控除した

固定資産の圧縮記帳累計額

機械及び装置 146,502千円

工具器具及び備品 8,448

合計 154,950

 当事業年度において、国庫補助金の受入れにより

取得価額から控除した固定資産の圧縮記帳額は

28,604千円であり、その内訳は機械及び装置24,603

千円、工具器具及び備品4,000千円であります。

 

 国庫補助金の受入れにより取得価額より控除した

固定資産の圧縮記帳累計額

機械及び装置 146,502千円

工具器具及び備品 9,580

合計 156,083

 当事業年度において、国庫補助金の受入れにより

取得価額から控除した固定資産の圧縮記帳額は

1,131千円であり、その内訳は工具器具及び備品

1,131千円であります。

※３ 関係会社に対する資産及び負債

売掛金 118,686千円

未収入金 65,102

流動資産(その他) 42,715

買掛金 43,678

未払金 26

関係会社に対する資産及び負債

売掛金 112,092千円

未収入金 53,258

流動資産(その他) 8,666

買掛金 11,049

未払金 23,428

※４        ―――――――――  期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま

す。

受取手形 68,295千円

 ５ 保証債務

 関係会社の金融機関からの借入金に対して、次の

とおり債務保証を行っております。

株式会社抗体研究所 145,000千円

G＆Gサイエンス株式会社 230,000

株式会社ギンコバイオメディカル
研究所

40,000

保証債務

 関係会社の金融機関からの借入金に対して、次の

とおり債務保証を行っております。

株式会社抗体研究所 100,000千円

G＆Gサイエンス株式会社 230,000

 ６  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため日本

生命保険相互会社とコミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 400,000千円

借入実行残高 ―

 差引額 400,000

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため日本

生命保険相互会社とコミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 400,000千円

借入実行残高 ―

差引額 400,000

 ７ 配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が10,038千

円増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。

        ―――――――――



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ その他売上高の内訳は下記のとおりであります。

特許等使用許諾料 1,045千円

委託研究受託料 279,104

その他 13,740

計 293,890

その他売上高の内訳は下記のとおりであります。

特許等使用許諾料 7,277千円

委託研究受託料 164,462

その他 11,327

計 183,068

※２ 他勘定振替高の内訳は下記のとおりであります。

試供品費 51,451千円

たな卸資産評価損 57,177

計 108,628

他勘定振替高の内訳は下記のとおりであります。

試供品費 64,432千円

製品製造原価振替 13,473

計 77,906

※３

 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、次のとおりであります。

一般管理費 988,521千円

当期製造費用 ―

計 988,521

研究開発費の内訳は下記のとおりであります。

研究材料費 59,482千円

人件費 385,609

減価償却費 130,521

支払手数料 309,620

その他 103,286

計 988,521

 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は、次のとおりであります。

一般管理費 936,252千円

当期製造費用 ―

計 936,252

研究開発費の内訳は下記のとおりであります。

研究材料費 96,181千円

人件費 427,489

減価償却費 119,770

支払手数料 151,775

その他 141,035

計 936,252

※４ この内、関係会社に対するもの 11,330千円 この内、関係会社に対するもの 10,380千円

※５ 固定資産除却損の内訳は、下記のとおりでありま

す。

機械及び装置 1,030千円

工具器具及び備品 32

計 1,062

固定資産除却損の内訳は、下記のとおりでありま

す。

機械及び装置 1,181千円

工具器具及び備品 30

計 1,212

※６ ゴルフ会員権評価損の内訳

ゴルフ会員権評価損 20千円

        ―――――――――



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 
 

  
   

   

   

   

    

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株）                2,260          ―         ―               2,260



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

工具器具 
及び備品 
(千円)

ソフト 
ウェア 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額 
相当額

212,719 6,669 219,388

減価償却 
累計額相当額

104,733 1,889 106,622

期末残高 
相当額

107,986 4,779 112,766

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

工具器具
及び備品 
(千円)

ソフト 
ウェア 
(千円)

合計 
(千円)

取得価額
相当額

290,476 6,669 297,145

減価償却
累計額相当額

115,774 3,223 118,998

期末残高
相当額

174,702 3,445 178,147

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 39,778千円

１年超 77,681

合計 117,460

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 53,854千円

１年超 130,070

合計 183,925

 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 51,404千円

減価償却費相当額 45,738

支払利息相当額 6,424

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 58,595千円

減価償却費相当額 51,564

支払利息相当額 8,114

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 

  る定額法によっております。

   利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と 

  の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に 

  ついては、利息法によっております。

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

同左

   利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)及び当事業年度(自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

繰延税金資産

 有価証券評価損否認額 32,289千円

 繰越欠損金 173,346

 貸倒引当金 19,194

 その他 18,282

 繰延税金資産合計 243,112

繰延税金負債

 未収事業税 △1,061

 その他有価証券評価差額金 △6,636

 繰延税金負債合計 △7,697

繰延税金資産の純額 235,414

 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

繰延税金資産

 有価証券評価損否認額
繰越欠損金

4,284千円

115,205

 貸倒引当金 4,376

 未払事業税
その他有価証券評価差額金

3,983

14,376

 その他 19,032

 繰延税金資産小計 161,258

 評価性引当額 △12,786

 繰延税金資産合計 148,472

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △2,125

 為替予約 △3,617

 繰延税金負債合計 △5,742

繰延税金資産の純額 142,730

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

 当期は税引前当期純損失となったため記載しておりま

せん。

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率
(調整)

39.8％

 交際費等永久に損金に算入されな

い項目
0.9％

 住民税均等割
新株予約権（税制適格）

4.8％

1.9％

 スケジューリング不能差異 5.8％

 税効果会計適用後の法人税等の負

担率
53.2％

 



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失(△) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 406.40円 407.10円

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△)

△5.87円 6.03円

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、１株当たり当期純

損失であり、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

項目 前事業年度 当事業年度

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） ― 7,089,339

普通株式に係る純資産額(千円) ― 7,064,329

差額の主な内訳(千円）

 新株予約権 ― 25,010

普通株式の発行済株式数（株） ― 17,355,000

普通株式の自己株式数（株） ― 2,260

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) ― 17,352,740

項目 前事業年度 当事業年度

損益計算書上の当期純利益又は 
当期純損失(△)(千円)

△101,917 104,608

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

(うち利益処分による役員賞与金(千円)) (―) (―)

普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失(△)(千円)

△101,917 104,608

普通株式の期中平均株式数(株) 17,352,740 17,352,740

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要
 

新株予約権

 潜在株式の数 241,000株
 

新株予約権

 潜在株式の数 541,000株



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

(その他有価証券)

Rhibonomics Inc. 3,100,000 365,955

㈱ギンコバイオメディカル
研究所

2,057 219,475

ディナベック㈱ 167 100,200

シンバイオ製薬㈱ 1,000 100,000

サミット・グライコリサーチ㈱ 3,929 88,580

㈱くろがねや 62,000 31,310

㈱Oncomics 2,000 21,000

Corgenix Medical Corporation 704,230 19,120

㈱ファルコバイオシステムズ 6,500 6,084

㈱ACTGen 5,500 5,500

その他6銘柄 35,312.3 11,790

計 3,922,695.3 969,015

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

(満期保有目的の債券)

㈱三井住友銀行
円建永久劣後債

100,000 101,247

計 100,000 101,247



【その他】 

  

 
  

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円)

(有価証券)

(その他有価証券)

(証券投資信託受益証券)

東京投信㈱

 マネー・マネジメント・ファンド
 (USドル)

189,933.81 22,421

国際投信委託㈱
 マネー・マネジメント・ファンド

249,492 249

小計 439,425.81 22,671

(投資有価証券)

(その他有価証券)

(証券投資信託受益証券)

大和証券投資信託委託㈱ 
   ダイワ・グローバル債券 
     ファンド 
 

177,738,621 191,371

日興アセットマネジメント㈱ 
     公社債投信２月号 
 

50,000,000 50,015

アライアンス・バーンスタイン
  ・エル・ピー

 アライアンス・バーンスタイン－
 アメリカン・インカム
 ・ポートフォリオ

34,300 35,915

三菱ＵＦＪ投信㈱
 メロディＢ号 

 
10,086,021 10,091

ゴールドマン・サックス 
  ・アセット・マネジメント㈱ 
     バラエティ・オープン 
 

6,301,503 5,814

(投資事業有限責任組合及び
それに類する組合への出資)

投資事業有限責任組合
あいちベンチャーファンド
 出資金 

 

2 18,569

新産業創造ファンド
第三号投資事業有限責任組合
 出資金

1 8,787

小計 244,160,448 320,564

計 244,599,873.81 343,235



【有形固定資産等明細表】 

  

 
 (注)  当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
  

  

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 1,573,053 5,406 － 1,578,460 925,957 51,472 652,503

 構築物 56,345 2,700 － 59,045 43,539 2,173 15,506

 機械及び装置 971,682 57,307 18,416 1,010,572 812,074 64,203 198,498

 車両及び運搬具 363 － － 363 344 － 18

 工具器具及び備品 253,947 6,240 1,749 258,438 220,553 15,055 37,885

 土地 44,537 － － 44,537 － － 44,537

有形固定資産計 2,899,929 71,655 20,166 2,951,418 2,002,468 132,905 948,949

無形固定資産

 特許権 7,000 11,500 － 18,500 3,786 1,307 14,713

 借地権 3,770 － － 3,770 － － 3,770

 ソフトウェア 112,577 37,938 5,997 144,517 63,091 26,462 81,426

 電話加入権 5,603 － － 5,603 － － 5,603

無形固定資産計 128,951 49,438 5,997 172,392 66,878 27,769 105,514

長期前払費用 869,671 118,308 143,071 844,907 465,395 148,677 379,512

長期前払費用 業務提携契約金 19,890

ロイヤリティ 85,000



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、期首残高の洗替えによるもの14,930千円、回収によるもの3,445千円で

ある。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 49,775 13,131 30,349 18,375 14,181



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
(注) 広瀬科学薬品㈱他 

  

区分 金額(千円)

現金 2,072

預金の種類

当座預金 17

普通預金 1,011,739

別段預金 2,826

計 1,014,583

合計 1,016,655

相手先 金額(千円)

正晃㈱ 46,038

岩井化学薬品㈱ 43,844

㈱カーク 42,769

㈱ラボ 31,500

北海道和光純薬㈱ 30,042

その他 (注) 191,990

合計 386,185



(ロ)期日別内訳 

  

 
  

ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
(注) ㈱メディセオ・パルタックホールディングス他 

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

期日 金額(千円)

平成19年４月満期 155,004

平成19年５月満期 165,984

平成19年６月満期 60,815

平成19年７月満期 4,381

合計 386,185

相手先 金額(千円)

東邦薬品㈱ 362,674

アルフレッサ㈱ 118,755

MBL International Corporation 103,474

オンコセラピー・サイエンス㈱ 103,141

ロシュ・ダイアグノスティックス㈱ 90,261

その他 (注) 577,153

合計 1,355,461

前期繰越高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

1,121,274 4,876,829 4,642,642 1,355,461 77.40 92



ニ 商品 

  

 
  

ホ 製品 

  

 
  

ヘ 原材料 

  

 
  

区分 金額(千円)

基礎研究用試薬 175,230

その他 124,761

合計 299,992

区分 金額(千円)

基礎研究用試薬 272,536

自己免疫疾患検査試薬 43,519

血漿蛋白定量検査試薬 5,962

ウイルス・感染症検査試薬 7,637

血液学的検査試薬 13,875

その他 3,033

合計 346,564

区分 金額(千円)

主要材料

動物血清 43,529

免疫用動物 1,902

スライドグラス 9,158

マイクロカップ 4,833

その他 167,194

小計 226,618

補助材料

包装用補助材料 27,490

小計 27,490

合計 254,109



ト 仕掛品 

  

 
  

チ 貯蔵品 

  

 
  

リ 関係会社株式 

  

 
  
  

区分 金額(千円)

基礎研究用試薬 431,012

自己免疫疾患検査試薬 130,350

血漿蛋白定量検査試薬 78,933

ウイルス・感染症検査試薬 17,059

血液学的検査試薬 9,282

その他 46,800

合計 713,438

区分 金額(千円)

試薬類 33,527

合計 33,527

銘柄 金額(千円)

MBL International Corporation 292,011

エムビーエルベンチャーキャピタル㈱ 200,000

G&Gサイエンス㈱ 179,600

㈱抗体研究所 100,000

㈱サイクレックス 90,000

NAKANE DIAGNOSTICS, INC. 55,532

イムナス・ファーマ㈱ 50,000

㈱GEL-Design 9,769

㈱グライエンス 9,502

㈱プリベンテック 7,800

㈱クロモリサーチ 2,800

その他２銘柄 1,470

合計 998,484



(b) 負債の部 

イ 買掛金 

  

 
(注) EQUITECH-BIO, INC.他 

  

ロ 長期借入金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

積水化学工業㈱ 46,521

ベックマン・コールター㈱ 24,582

BD DIAGNOSTIC SYSTEMS, TRIPATH 16,149

BION ENTERPRISES, LTD. 10,803

INTEGRATED DNA TECHNOLOGIES, INC. 8,564

その他 (注) 111,810

合計 218,430

区分 金額(千円)

㈱三菱東京UFJ銀行 470,000

㈱三井住友銀行 265,000

㈱八十二銀行 110,000

㈱百五銀行 105,000

㈱あおぞら銀行 15,000

日本生命保険相互会社 15,000

小計 980,000

１年以内返済予定の長期借入金 490,000

合計 1,470,000



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

（４）その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを当会社に請求する権利

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社全国各支店
本会社の本店、各支店、東京支社および各営業所 
野村證券株式会社全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき200円

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき10,000円

  株券登録料 １件につき500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社全国各支店
本会社の本店、各支店、東京支社および各営業所 
野村證券株式会社全国本支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由により
電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する。 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
http://www.mbl.co.jp/company/kessankoukoku.html

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

(3) 臨時報告書 

(a) 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(新株予約権証券の発行)の規定に基づ

く臨時報告書を平成18年７月19日東海財務局長に提出。 

(b) 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(新株予約権証券の発行)の規定に基づ

く臨時報告書を平成18年７月19日東海財務局長に提出。 

  

(4) 臨時報告書の訂正報告書 

(a) 訂正報告書(上記(a) 臨時報告書の訂正報告書)を平成18年７月28日東海財務局長に提出。 

(b) 訂正報告書(上記(b) 臨時報告書の訂正報告書)を平成18年７月28日東海財務局長に提出。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第37期)

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

平成18年６月28日 
東海財務局長に提出。

(2) 半期報告書 (第38期中) 自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

平成18年12月27日
東海財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月27日

株式会社 医学生物学研究所 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社医学生物学研究所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社医学生物学研究所及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

監査法人 朝見会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  中  田  惠  美  ㊞

業務執行社員 公認会計士  山  本  真 由 美  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月26日

株式会社 医学生物学研究所 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社医学生物学研究所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社医学生物学研究所及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

監査法人 朝見会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  中  田  惠  美  ㊞

業務執行社員 公認会計士  山  本  真 由 美  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月27日

株式会社 医学生物学研究所 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社医学生物学研究所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第37期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社医学生物学研究所の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

監査法人 朝見会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  中  田  惠  美  ㊞

業務執行社員 公認会計士  山  本  真 由 美  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月26日

株式会社 医学生物学研究所 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社医学生物学研究所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第38期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社医学生物学研究所の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

監査法人 朝見会計事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  中  田  惠  美  ㊞

業務執行社員 公認会計士  山  本  真 由 美  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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